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 「組織開発とは個別・具体的な問題

解決の方法論、あるいはワールドカ

フェやAI（Appreciative Inquiry）と

いったツール・手法のみを指すもの

ではありません。また、組織開発は

欧米企業を中心に発展してきました

が、日本企業がありがちな欧米企業

のマネジメントとして想像するよう

な、外科的な手法では決してありま

せん」。米国のリーバイ・ストラウス、

ナイキで組織開発を牽引し、組織の

変革に貢献してきた増田弥生氏はこ

う断言する。組織開発の定義はさま

ざまあるが、増田氏は、「経営の目標

に基づき、パフォーマンスを最大化

できるよう組織を健全に保ち、組織

力を高めるためのあらゆる活動」と

定義する。

　米国で語られる「組織開発」は幅広

い。次項で詳述するが、人事制度改革

やコミュニケーション改善、組織構

造改革、業務プロセスの再設計など

多様な領域が含まれ得る。

　そのありようは、農業に似ている。

たとえば、ミカンとリンゴでは、必要

とする生育環境が異なる。土壌、降水

量、気温、発生する害虫……。質の高

いミカンを得ようとするならば、ミ

カンにとって健全な環境を整えるべ

きだし、ミカン畑からリンゴ畑に変

えるならば、土壌改良、水分や肥料

の管理、害虫対策など、リンゴに

とって健全な環境にするためのあ

らゆる取り組みが必要だ。

　同じように、経営者が掲げる組織

の目標を達成するためには、それが

実現できるように、組織と人々の状

態を整えていく必要があるだろう。

端的に言えば、経営の目標に向かっ

て、それぞれのパワーを凝縮してい

けるような価値観と行動様式が人々

に共有されていること、これこそが

増田氏のいう「健全」な状態だ。

　組織開発が、そのためのありとあ

らゆるプロセスだというのなら、採

組織開発の底力とは何か
“歴史”と“今”から読み解く

組織開発の本来的な意味と
それを担う人の役割とは

Text ＝ 入倉由理子（4～23P）　　Photo ＝ 平山 諭（6P、10P、13P、15P、17P）

組
織
開
発
の
底
力

組織織開開発ににはは、私たたたたたちちちちちが知らない力がまだあああある

 「組織開発」について人事に携わる人々と話すと、さまざまな

反応に出合う。まず、「組織開発＝組織活性化、コミュニケー

ション活性化」ととらえる人々が、「チームビルディング研修

や運動会ですよね。それは現場に任せています」と言う。その

とき、「経営の目標に基づき、パフォーマンスを最大化するた

めに、組織力を高めるあらゆる活動」と、私たちがとらえる組

織開発の意味を説明すると、今度は「“組織開発”と定義して

いないが、それならば当社はずっとやってきた」という答えが

返ってくる。日本ではこのような理解のもと、組織開発は人事

部の関心事とならなかった。

　そのため、「組織開発は優先事項か」と問われれば、多くの

人事パーソンは「必ずしもそうではない」と答えるだろう。一

方、「組織力は高めるべきか」という問いに対しては、ほとん

どの人事が同意するはずだ。より高い成果を目指すとき。組

織を変革に導くとき。こうした組織力の向上が求められる

ときこそ、人事部の手腕が問われる。本来的な組織開発は、

人事部がそこで使い得る優れた考え方の1つだと私たちは確

信している。採用、仕事のアサイン、評価、育成と配置、リー

ダーの選抜など、人事が担う各機能を組織開発という枠組み

のなかに入れると、1つの有機体として大きな力を発揮する

ようになる。そんな組織開発に宿る「底力」に迫るのが、本特

集の目指すところだ。

　第1部ではまず、米国、日本での発展の歴史を踏まえ、組織

開発の本来的意味とそのパワーを詳らかにする。続けて、日本

企業における実践例を紹介する。そこには日本企業こそが必

要とし、得意とする組織開発の要諦が見える。

　第2部では、米国取材で見た組織開発の新潮流について言

及する。組織開発が今後、どのように進化する可能性がある

か、その未来を垣間見たい。

本誌編集／入倉由理子

第
１
特
集

はじめに

第 1 部

組織開発によって何が可能なのか。組織開発の底力を知り、実践していくために、
その定義と歴史、実践例を有識者と企業に取材。今、組織開発に取り組むべき理由も見えてきた。
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用では、組織が大切にする価値観に

共感できる人を選別しようとし、育

成にあたっては、組織の価値観への

より深い理解や共感を促す仕組みが

必要になるだろう。そうした価値観

を備えた人々が、いかんなく力を発

揮できるように組織構造や業務プロ

セスを変えていくことも、組織開発

の範疇になっていくのだ。

　そして、今日的な経営では、経営の

目的は、常に変化し得る。ならば、組

織も人々も、そのたびごとに変化に

対応し続ける必要がある。今日的な

組織開発の特徴はここにあるのだ。

　長期雇用を前提にチームワークを

大切にし、同じメンバーで切瑳琢磨

しながら組織力を高め、戦ってきた

日本企業には「当社も組織開発的な

活動はやってきた」という認識があ

るかもしれない。だが、それらの活動

が何のためになされているのかにつ

いての認識が、決定的に抜けている

のではないだろうか。なぜ、チーム

ワークが必要なのか。なぜ、皆が大切

にする価値観はあったほうがいいの

か。なぜ、お互いをよく知り、尊重し

ようとするのか。これらがすべて経

営の目標を達成するために行われて

いるのかどうか、これこそが「組織開

発」と、「組織内コミュニケーション

の活性化」の違いを決めている。つ

まり、組織開発である以上、経営トッ

プの「コミットメント」と「意志」は欠

かせない、ということでもある。

　増田氏はこれまでの経験を通じ、

「持続的に成長する企業は、経営トッ

プが組織開発の視点を持って強い

リーダーシップを取っている」と確

信しているという。

  「経営のリソースの基本は、ヒト・モ

ノ・カネ。事業計画の立案にあたっ

て、資金計画は誰もが立て、財務状態

の健全さも誰もが強く意識する。そ

れと同様に、自社の人材・組織体制で

事業計画を遂行・達成できるか、達成

可能な健全な状態かどうかにも、思

いを巡らせるべきです」（増田氏）

　私たちには、本特集の取材前から

抱いていた疑問があった。「組織開発

は人事が担うべきか、あるいは組織

開発部門を別につくるべきか」。道の

途中、この疑問は愚問だと気付い

た。組織開発の旗振りをするのは経

営者であり、かつての増田氏がそ

うだったように、そのパートナーと

して組織開発を実践していくのが組

織開発担当者だ。組織と人材の状態

を常に把握し、健全に整え、経営の目

標が変わったときには変革を実践す

ることが求められる。

  「組織開発を担う人は、経営者と同

じ言葉でビジネスを語れるビジネス

リテラシーがあるかどうか、彼らの言

葉を使って、彼らの関心事について対

話できるかどうかが問われる」（増田

氏）のであって、その人の所属部門や

役職は大きな問題ではない。

　米国における組織開発の実務家や

研究者のコミュニティ組織、ＯＤネッ

トワークのボードメンバー、マット・

ミナハン氏も口を揃える。「組織開発

のプロは、その戦略は実行可能か

などについて、人と組織の側面か

ら経営者に影響を与える存在です。

場合によっては、事業戦略や組織構

造にまで踏み込みます。私が企業の

組織開発を支援するとき、会話する

相手はCEOやCFOがほとんどなの

です」（ミナハン氏）

　翻って、組織開発部門を持つ日本

企業はほとんどない。コミュニケー

ション改善やチームビルディング研

修といった、狭義の組織開発は人事

部が担ってきた。しかし、両氏のいう

「経営のパートナーとしての組織開

発」の職務領域は、ごく一般的な人事

部の役割を大きく超える。

　ミナハン氏によれば、かつては組

織開発と人事は異なる部門として成

立していたという。「米国でも伝統的

な人事部は、採用、育成、給与計算な

どの人事サービスを担うことがほと

んど。現在では組織開発と人事を同

じ部門のなかに置く企業が増えて

いますし、人事部に所属する人々が

組織開発を学ぶ傾向も強くなってき

ました。人事が人と組織のプロであ

ろうとするとき、事業戦略まで踏み

込む組織開発の視点やスキルを持つ

ことが欠かせないことに気付いたの

です」（ミナハン氏）

  「米国のグローバル企業で組織開発

を人事部で担う場合、その人事トッ

プには必ず組織開発の視点が必要

とされます」と、増田氏も言う。すな

わち組織開発の視点がない限り、人

事トップ、そして人事部は経営の

パートナーにはなり得ない。日本企

業の人事部にも、そのような役割は

求められるようになりつつある。そ

の理由を、歴史を紐解きながら次項

で述べたい。

はんちゅう

組織開発は
手法やツールではない
経営の目標を達成するための
包括的な取り組み

人事は
事業戦略に踏み込む
組織開発の視点を持て

この戦略を達成し得る
組織か、という視点

組織開発の視点なしには
経営のパートナーになれない
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て数々の組織変革を牽引。企業価値の世界規模での
浸透と向上に主眼をおいた組織作りや、グローバル
リーダーの発掘と育成に携わる。
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提供。アメリカン大学非常勤講師。
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職場のコミュニケーションを遮断

し、関係性が悪化して生産性が下が

る。このジレンマを解消するために、

組織開発を担う人々は仕事そのもの

のデザインに手を入れた。たとえば

完全な分業体制をやめ、異なる職務、

スキルを持つ人を同じグループで協

働させる。人、機械、人と分断された

体制から、機械を囲むレイアウトで、

人間同士の接点を増やして、意思決

定はチームに委ねる。そうした施策

で、再び高いパフォーマンスを挙げ

る組織へと導いた。「組織開発の領

域が職場の関係性改善を超え、業務

のデザインによってパフォーマンス

を高めるという概念が加わった」（カ

ミングス氏）という意味で、組織開発

の１つのターニングポイントだった

といえよう。

　1980年代を迎えると、組織開発の

領域はさらに広がり「組織のデザイ

ン」にまで及ぶ。「職場のコミュニ

ケーションは改善し、人々が協働す

る業務をデザインすることに貢献し

たものの、組織はヒエラルキー構造

のままで、評価・報酬、育成といった

人材マネジメントも官僚的なシステ

ムをひきずっていました。よりフラッ

トに、オープンに。より働きがいのあ

る職場で、もっと学びたいという人

を惹き付ける組織へ。容易に、スピー

ディに情報を得られる組織へ。新し

い組織風土に適合した組織構造、人

事制度、情報システムへの変革を導

くことが求められました」（カミング

ス氏）

　前項で述べたように、組織開発が

人事の領域を超え、企業組織、企業活

動の隅々にまで影響を与える存在と

なったのは、このような経緯を経て

のことだった。

　さらに進み、2000年代以降には、組

織開発は経営のパートナーとしての

色合いを強めていった。経済のグ

ローバル化、IT化が進み、企業間の競

争は激しさを増して環境変化がス

ピーディになった。どの市場・商品で

　組織開発研究の第一人者、南カリ

フォルニア大学マーシャルビジネ

ススクール教授、トーマス・カミン

グス氏は、「米国の組織開発は、1940

年から50年頃、巨大化する組織の

問題への対応策として始まりまし

た」と、その誕生をひも解く。「組織

の規模が大きくなるに伴い、組織は

強固なヒエラルキー構造となり、階

層化され、従業員の役割も固定化し

ました。確かに組織は効率的に機能

するようになりましたが、そこで予

期せぬ問題が起こりました。指揮命

令系統が官僚的になり、職場のコ

ミュニケーションが悪化していった

のです」（カミングス氏）

　このように、コミュニケーション

の活性化、チームビルディングという

領域に組織開発の起源はある。「組織

開発に携わる人々には、人と人の関

係をもっとオープンに、シンプルに

すること、そしてお互いが信頼でき

る関係をつくることが求められまし

た。当時の組織開発に携わる人々は、

人間関係の改善やコンフリクトの解

決によって組織に貢献していったの

です」（カミングス氏）。この時期、組

織開発のプロに求められたのは、心

理学の専門知識とチームビルディン

グやコミュニケーション改善などに

対する手法に精通することだった。

　黎明期の心理学的なアプローチは、

「職場の人間関係を改善することに

役立ったのは間違いない」（カミング

ス氏）という。ところが1960年代以

降、新たな課題が浮かび上がった。オ

フィスや工場の「オートメーション

化」による弊害である。「オートメー

ション化は仕事を簡易化・効率化し

たものの、現場で働く人にとっては

同じことの繰り返しばかり。機械を

媒介とした仕事は、会社や職場から

の孤立感をもたらし、再び組織はモ

チベーションの低下に苛まれまし

た。このような状況に対応するため、

組織開発は新たなステージを迎えた

のです」（カミングス氏）

　機械の導入によって、仕事の効率

が上がる。しかし、その機械の導入が

日本と米国の発展の歴史に見る
今、日本企業に組織開発が必要な理由

現場の改善活動の
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勝負するのか、自社のリソース・強み

をどこに投入するのか、戦略が頻繁

に見直されるようになった。「戦略を

転換するときには、その戦略を実行

できる組織に変わらなければなりま

せん」（カミングス氏）

　このとき組織開発を担う人は、知

恵とスキルを総動員して、組織を変

化に対応させなければならない。戦略

の方向転換が速く、転換の角度が鋭

角になればなるほど、戦略の転換後

に変革を実行しようと思っても間に

合わない。組織開発が経営に資する

ためには、人と組織のスピーディに

変化に対応する能力を継続的に育む

必要が出てきたのだ。

　翻って、日本はどうか。「組織開発

が“輸入”された1960年代には、日本

でも米国の伝統的なコミュニケー

ション活性化による人間関係の改善

が行われていたようです。人々が円

滑に協働するために、運動会、飲み

会、チームビルディング研修といっ

た施策を講じることから始まりまし

た」と、一橋大学大学院教授・守島

基博氏は説明する。

　違う点もあった。「米国では多様な

人種の価値観や文化背景の異なる人

材を束ね、同じビジョンに向かわせ

るという目的を組織開発に含んでい

たのですが、日本は米国と比べれば

ずっと、組織の同質性が高い。戦後

の高度成長期にあっては、社会・経

済・生活の再生という１つのビジョ

ン、１つのゴールを全員が見ていま

した。私の見立てでは、日本は製造業

を中心としていたこともあって、組

織開発はコミュニケーションの改善

やチームワークの向上によってモチ

ベーションを高め、工場の現場を強

くする、という方向にのみ、動いて

いったのだと思います」（守島氏）

　工場のブルーカラーを中心に行わ

れていた組織開発はその後、QCサー

クル活動に代表される現場改善活動

へと進化した。それは現場のための

現場による活動となり、経営の一環

としての組織開発という文脈からは

離れていった。さらに、1990年代の景

気後退によって成果・業績に対する

意識が急速に高まり、また、組織開発

にお金をかける体力を日本企業が

失ったため、運動会や飲み会といっ

たコミュニケーション改善の活動す

ら下火になった。「現在、多くの日本

企業が組織開発に関する蓄積を持っ

ていないのは、こうした経緯があっ

てのことだと思います」（守島氏）

　しかし、「日本企業は今こそ、真剣

に本質的な意味での組織開発に取り

組むべき」と守島氏は指摘する。

　理由の１つとして、日本企業にお

いても組織の多様性が急速に増した

ことがある。性別、国籍、雇用形態と

いった属性はもちろん、仕事に対す

る価値観や働き方などについての“深

層の多様性”が広がっている。「グ

ローバル展開も本格化するなかで、

組織を１つにする、あるいは同じ方

向を向くための取り組みが、いよい

よ必要になってきました」（守島氏）

　そして、「日本の組織の荒廃に歯止

めをかけるため」（守島氏）でもある。

「1980年代くらいまでの日本企業が

うまくいっていた時代には、たとえ

ば先輩が後輩を、上司が部下を育て

る、飲み会や運動会といったOJTや価

値観共有の仕組みが機能していまし

た。しかし、直行直帰が当たり前にな

り、メッセージは隣の席でもメール

で送り合うなど、顔を突き合わせて

仕事をする構造が失われた今、もは

やOJTなどは機能していません」（守

島氏）。多くの日本企業でOJT機能は

入念にデザインされたものではな

かった。新人が入ってきたから歓迎

会をやり、仕事は誰かが教える、とい

うように、あくまで自然な流れに合

わせた機能だった。だから職場が変

わるにつれて、この流れも機能も自

然となくなったというのだ。

　グローバル競争が激化し、戦略の

変更・見直しをスピーディに行わな

ければならない環境に対峙している

のは日本企業も同様だ。「1980年代ま

での現場の改善の繰り返しによる成

功体験が、日本企業の再生を阻んで

きたといっても過言ではない。その

価値観からの脱却が必要」と、カミン

グス氏は強調する。成功体験を捨て、

経営の要請に従って異なる価値観、

異なる行動様式を持つ組織に変化さ

せなければならない。

　それも１回限りの話ではない。組

織と人に継続的な変化対応力を埋め

込むための組織開発も急務である。

　戦略人事の要諦の１つに、戦略に

合わせて人を採用し、人を再配置す

ることがある。「戦略に応じて必要な

スペックを再定義し、そこに人を当

てはめる。多くの場合、それは解雇を

伴う。しかし、日本企業はこれをしま

せん。同じ人材で、昨日とは異なる戦

略を実行しなければならない。その

変化に対応できる人材を育み続ける

力を持つ組織をつくるために、組織

開発が重要なのです」（守島氏）

　組織開発と定義しているかどうか

は別として、経営の目標や戦略の転

換に応じて、本来的な組織開発を実

践する企業はある。それはときに組

織文化を変えるために、ときに経営

ビジョンの転換のために、ときに破

綻からの再生のために。次項では、

第二の創業などの大きな変革期の

事例から、日本型組織開発のありよ

うと、人事がすべきことを学ぶ。

目指すべきは
変化対応力のある人材を
育む力を持つ組織をつくること

QCサークル活動に収斂
組織開発は下火に

解雇をしない日本企業こそ
組織開発をすべき
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びました。能力に差はない。能力が

ある人に仕事を任せないのはもっ

たいないと言うのです」（高橋氏）

　能力の定義はいたってシンプル。

成果が出せる人、である。成果によ

る評価が徹底された。「たとえば私

の場合、女性の管理職比率を◯％に

する、と数字で目標を設定します。

“頑張ります”と言うと、“頑張らなく

てもいいから、結果を出せ”と返っ

てくる。プロセスは完全に権限委譲

され、何時間働いたか、どれだけ意

欲的だったか、といったことは考慮

されません」（高橋氏）。数字で出る

結果に対しては、誰も文句を言いよ

うがない。目標に対して成果を出

し、ポテンシャルがあることを自ら

証明した人にポストが与えられる。

適材適所が組織に浸透した。「女性

活躍推進が始まって、３年目くらい

までは、成果を出す女性が順当に昇

進していった」（高橋氏）という。

　ところが４年、５年と経過する

と、現場の管理職から悲鳴が上がっ

た。「昇進させる女性がいない」とい

う声だ。理由は単純。もともと結婚・

出産退職が多い組織風土にあって

は、管理職に登用できる層に女性社

員が多くなかった。だが、「“始めて

から何年も経っているのだから、候

補者が枯渇するのは育てていない

管理者の責任だ”という、管理職に

対する会長や社長の叱咤激励は一

貫しています。そうした言葉が、女

性社員の育成に向き合う意識を高

めているのです」（高橋氏）

　直接、会長や社長の言葉を聞かな

くても、メディアで自社の女性活躍

推進に関する情報を見聞きする機

会は少なくない。「最近は各拠点が

女性活躍推進に積極的に取り組む

企業として地方メディアに取り上

げられる機会も増えています。そう

すると、普段は会長や社長の言葉

に納得していない様子の管理職も、

結局、会長とまったく同じ言葉を

使って女性活躍推進の意義を説い

ているのです。そんな人たちは、そ

の後やはり、自分の発言に責任を取

るように取り組み姿勢まで変わる

ものです。繰り返し説いたことが浸

透する、というのはまさにこういう

ことかもしれませんね」（高橋氏）

　2010年４月に5.9％だった女性管

理職比率は、2015年４月には19.8％

にまで急上昇。ここまで見てきたよ

うに、同社の女性活躍推進における

成果は、女性に対する施策だけが奏

功したのではない。成果に真摯に向

き合う組織にしよう、成果を出した

人にはきちんと報いよう、と経営

トップが繰り返しメッセージし、力

があれば男女は関係ない、という風

土が徐々に醸成された結果である。

　組織開発の１つの要諦として、経

営者のコミットメントがまず重要で

ある、ということをこれまで見てき

た。その好例がカルビーである。

　女性リーダー研修やワークショッ

プの開催、育児のための時短勤務と、

大手企業の実施する施策には今や大

きな差はない。にもかかわらず、女性

活躍推進がうまくいっている企業と

そうでない企業の差は鮮明だ。うま

くいっていない会社の人事から、「女

性を活かす組織文化がない」という

言葉をよく聞く。かつて、カルビーは

まさにそんな会社だった。

  「女性が望んでもやりたい仕事がで

きない、というタイプの会社ではあ

りませんでした。希望すれば育児休

暇も問題なく取得できましたが、そ

もそも希望する人が少ない。結婚・出

産退職は多く、男女ともに“育児をし

ながら働くなんて”と思っていると

ころがありました」と話すのは前人

事総務部部長、ダイバーシティ委員

会委員長の高橋文子氏だ。

  「家族的な会社であり、誰にも不満

がない状態」（高橋氏）が一転したの

は、2009年。創業家一族から現会長兼

CEOの松本晃氏に経営のバトンが

渡ったときのことである。

  「極端に言えば、それまではマーケ

ティング重視。カルビーのブランド

価値を育て、いいものをつくりさえ

すれば、売上や利益はついてくると

考えていました。そこにプロの経営

者がやってきて、“企業なのに儲け

る意識がない。もっとガツガツや

れ”と言い始めたのです」（高橋氏）

　松本氏の言葉の意味はこうだ。成

果をきちんと出して、お客さまや株

主への責任を果たそう。たとえば、

製造のムダを徹底的に排除する。世

界中からできるだけ低価格の材料

を調達し、工場の稼働を増やすこと

で生産効率を高める。「すべてのコ

ストを最終的に負担するのは消費

者。コストは価格に確実に転嫁され

ますから、お客さまの役に立たない

コストはかけてはならない。コスト

と成果へのこだわりが私たちに芽

生え始めました」（高橋氏）

　女性活躍推進のリーダーシップ

を取ったのも、松本氏である。着任

早々断言したことは「ダイバーシ

ティ推進と社会貢献は必ずやる」。

「事業部長たちには、女性を登用した

うえで利益を出すようにと指示が飛

第二創業期に人と組織を強くした
日本企業の組織開発、３つの成功事例

成果を出した人こそが活躍できる組織へ

■成果へのこだわり

■能力のある人を昇進させよ

■直接・間接の刷り込み

経営者が何度も口にした言葉を自らも口にし、価値観が浸透

前人事総務本部　人事総務部　部長
ダイバーシティ委員会　委員長
（現中日本事業本部　人事担当　部長）

高橋文子氏
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びました。能力に差はない。能力が

ある人に仕事を任せないのはもっ

たいないと言うのです」（高橋氏）

　能力の定義はいたってシンプル。
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製造のムダを徹底的に排除する。世

界中からできるだけ低価格の材料

を調達し、工場の稼働を増やすこと

で生産効率を高める。「すべてのコ

ストを最終的に負担するのは消費

者。コストは価格に確実に転嫁され

ますから、お客さまの役に立たない

コストはかけてはならない。コスト

と成果へのこだわりが私たちに芽

生え始めました」（高橋氏）

　女性活躍推進のリーダーシップ

を取ったのも、松本氏である。着任

早々断言したことは「ダイバーシ

ティ推進と社会貢献は必ずやる」。

「事業部長たちには、女性を登用した

うえで利益を出すようにと指示が飛
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一人ひとりを変革に向き合わせる

必要がありました」（本間氏）

　

　まずは、組織構造と意思決定シス

テムを変えた。それまでの承認プロ

セスは８階層。案件によるが、基本的

には２階層で決定できるようにし

た。同時に、その組織構造のなかに入

る人の意識を変える必要があった。

そのため、「社内コミュニケーション

の拡充と、ミドルマネジャーの教育

に力を注いだ」（本間氏）という。

 「全社員を集めての社員総会や、宮

坂を100～150人の社員が囲んで対話

するイベントを始めました。社内広

報の人員数を増やすと同時に、人事

も積極的に社内イベントをしかけま

した」（本間氏）。本間氏が人事トップ

になってから、人事部は「ピープル・

デベロップメント統括本部」に名称

を変更した（2016年４月より改称）。

「人事は制度を考えるところではな

い。人について真剣に考える部門だ、

ということを明確に示し、人事部の

役割も変えた」（本間氏）のだという。

　一方のミドルマネジャーの教育

は、「一連の変革のキーポイント」

（本間氏）だったという。「いくら経

営陣や人事が変革せよ、自ら判断し

て行動せよ、と繰り返したところで、

現場でマネジャーが“上はあんなこ

とを言っているが……”と斜めに構

えたら台無し。部下は絶対本気にな

らない。会社の意思を現場の一人ひ

とりが理解できるように伝え、一人

ひとりを鼓舞できるマネジャーの

存在が重要でした」（本間氏）

　本間氏はマネジャーの役割は１

つと決めた。それが「メンバーの才

能と情熱を解き放つ」だ。そして、そ

の役割を果たす場として、「１on１

（ワン・オン・ワン）ミーティング」を

導入した。マネジャーはメンバー１

人に対し、週に１回、30分程度、個

人面談の時間を取る。位置づけは、

「部下のための時間」だ。「この場を

使って上司は部下の内省を促し、部

下が自ら考え、意思決定することを

支援します。メンバーが“やりたい”

という情熱と、“これができる”とい

う才能を自ら発見するのを手伝い、

行動に移す舞台を用意するのが１on

１ミーティングにおけるマネジャー

の役割なのです」（本間氏）

　多くの企業と同じく、以前は営業

でも技術者でも、ハイパフォーマー

が評価され管理職になる評価・昇格

システムを取っていた。「今は“才能

と情熱を解き放つ”という役割を担

える人をマネジャーにしています。

一人ひとりの強みを活かそうとす

るならば、役職を上げることでしか

給与が上がらないような仕組みは

おかしい。マネジャーになる以外

で、高い専門性やスキルをもって高

度な業務で成果を出す貢献の仕方

でも報われる給与制度に変えまし

た」（本間氏）

 「本来、人が集まれば、自然にいい組

織ができる」というのが本間氏の信

念だ。「変な制度をつくるから、人も

組織も発達しない。重要なことは、

経営の目的を理解し、共感してくれ

た一人ひとりが存分に才能と情熱

を解き放てるように制約をなくし

ていくことなのです」（本間氏）

　１人の天才に率いられていたヤ

フーという巨艦は今、同じ方向に向

かう小さな舟の集団に変わった。１

つひとつの小舟がそれぞれ強い推

進力を持ち、経営の目標に向かって

スピードを上げつつある。

  「会社が変われば、組織が変わるの

は当然」。ヤフーの上級執行役員コー

ポレート統括本部長、本間浩輔氏は

言い切る。2012年、約16年間同社を牽

引してきた井上雅博氏が社長を退

任、宮坂学氏にバトンを渡した。本間

氏は宮坂氏に伴走し、彼の言葉に呼

応するように、経営の刷新を組織開

発によって支えてきた。「組織には２

つのタイプがあります。１つは戦略

で勝つ組織。ヤフーは井上というい

わば“天才経営者”が繰り出す戦略

を遂行し、急成長しました。この場

合、あえて単純化すれば、組織がど

んな人材で構成されていても勝て

るのです」（本間氏）。ところが2000

年代後半に入り、組織が巨大化して

いった。「時代はヤフーが得意とし

ていたPCの時代から、携帯、スマ

ホの時代へと転換しました。変化が

めまぐるしいITの世界にあって

は、いかに優れた戦略であっても、

意思決定の階層が多くては機を逸

することになります」（本間氏）

　新社長・宮坂氏が掲げた旗印は

「爆速経営」。状況察知、意志決定、実

行のスピードを上げることを端的に

表現した価値基準だ。「爆速経営を

現実のものにするには、もう1つの

タイプの組織を意識せざるを得ま

せんでした。それは、どんな戦略で

あっても勝てる人財で構成された

組織です」（本間氏）

　たとえ戦略の詰めが多少甘くて

も、高い実行力でそれを実現でき

る。自らの強みと現場感覚で戦略の

質を高められる。それまでは優れた

戦略をいわば言われるがままに実

行することで評価されてきた社員

たちに、自ら創り出す・判断する・実

行するという意識を埋め込む必要

があった。「しかも、売上や利益が

減っていたわけでもありません。外

からは『ヤフーは大丈夫か』と不安

の声が上がっていても、社員には危

機感がなかった。そんななかで社員

どんな戦略でも「人」で勝てる組織へ

■爆速経営という旗印

■人事の責任としての
　社内広報

■マネジャーの役割定義

■才能と情熱を解き放つ評価

上級執行役員　コーポレート統括本部長

本間浩輔氏

人事トップが経営者に伴走し、経営に資する組織を体現

ヤフー
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る人の意識を変える必要があった。

そのため、「社内コミュニケーション

の拡充と、ミドルマネジャーの教育

に力を注いだ」（本間氏）という。
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するイベントを始めました。社内広

報の人員数を増やすと同時に、人事

も積極的に社内イベントをしかけま

した」（本間氏）。本間氏が人事トップ

になってから、人事部は「ピープル・

デベロップメント統括本部」に名称

を変更した（2016年４月より改称）。

「人事は制度を考えるところではな

い。人について真剣に考える部門だ、

ということを明確に示し、人事部の

役割も変えた」（本間氏）のだという。

　一方のミドルマネジャーの教育

は、「一連の変革のキーポイント」

（本間氏）だったという。「いくら経

営陣や人事が変革せよ、自ら判断し

て行動せよ、と繰り返したところで、

現場でマネジャーが“上はあんなこ

とを言っているが……”と斜めに構

えたら台無し。部下は絶対本気にな

らない。会社の意思を現場の一人ひ

とりが理解できるように伝え、一人

ひとりを鼓舞できるマネジャーの

存在が重要でした」（本間氏）

　本間氏はマネジャーの役割は１

つと決めた。それが「メンバーの才

能と情熱を解き放つ」だ。そして、そ

の役割を果たす場として、「１on１

（ワン・オン・ワン）ミーティング」を

導入した。マネジャーはメンバー１

人に対し、週に１回、30分程度、個

人面談の時間を取る。位置づけは、

「部下のための時間」だ。「この場を

使って上司は部下の内省を促し、部

下が自ら考え、意思決定することを

支援します。メンバーが“やりたい”

という情熱と、“これができる”とい

う才能を自ら発見するのを手伝い、

行動に移す舞台を用意するのが１on

１ミーティングにおけるマネジャー

の役割なのです」（本間氏）
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　１人の天才に率いられていたヤ
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るのです」（本間氏）。ところが2000
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いった。「時代はヤフーが得意とし

ていたPCの時代から、携帯、スマ

ホの時代へと転換しました。変化が

めまぐるしいITの世界にあって

は、いかに優れた戦略であっても、

意思決定の階層が多くては機を逸

することになります」（本間氏）

　新社長・宮坂氏が掲げた旗印は

「爆速経営」。状況察知、意志決定、実

行のスピードを上げることを端的に
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タイプの組織を意識せざるを得ま

せんでした。それは、どんな戦略で

あっても勝てる人財で構成された

組織です」（本間氏）

　たとえ戦略の詰めが多少甘くて

も、高い実行力でそれを実現でき

る。自らの強みと現場感覚で戦略の

質を高められる。それまでは優れた

戦略をいわば言われるがままに実

行することで評価されてきた社員

たちに、自ら創り出す・判断する・実

行するという意識を埋め込む必要

があった。「しかも、売上や利益が

減っていたわけでもありません。外

からは『ヤフーは大丈夫か』と不安

の声が上がっていても、社員には危

機感がなかった。そんななかで社員

どんな戦略でも「人」で勝てる組織へ

■爆速経営という旗印

■人事の責任としての
　社内広報

■マネジャーの役割定義

■才能と情熱を解き放つ評価

上級執行役員　コーポレート統括本部長

本間浩輔氏
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「彼らはファシリテーションのプロで

はなく、１週間程度、先輩のやり方を

見よう見まねで学ぶ程度。それでも

プロにお願いする以上の効果があ

る」（野村氏）という。１つには、彼らが

研修を受ける社員の「仲間」であるこ

とだ。「経営陣やプロといった“上”や

“外”、あるいは人事の教育担当が語る

と、押し付けられた、という印象を与

えかねません。同じ目線に立つ同僚

がファシリテーターとなることで、

受け入れやすくなります」（野村氏）

　また、プログラムもファシリテー

ターがつくる。「彼らは現場の情報を

多く持っている。DVDに登場する現

場のJALフィロソフィ実践者を探す

にしても、自分のネットワークを

使って最適な人を見つけられるので

す」（野村氏）

　さらに、彼らが「１年後に現場に

戻っていく存在」（野村氏）であるこ

とも重要だ。１年間真剣にJALフィ

ロソフィと向き合った社員が、職場

に増える。彼らの存在が、現場への浸

透を促進するのは間違いない。

　一方、部門別採算制度の導入は、

JALフィロソフィの導入から遅れる

こと約１年。部門別採算制度では、部

単位ではなく、部の下の「グループ」

といった小さな単位で収支に責任を

持たせる。「以前は利益を生むのは営

業部門の仕事であり、それ以外の部

署では、“自分たちの仕事が利益にか

かわる”という意識はほとんどないと

いってよかった。利益＝収入－費用。

業務にかかわる全員の利益貢献を見

える化したことで、コスト意識が高

まりました」（野村氏）

　小さな組織に分けて、部門別採算

制度を導入すると、ともすると自部

門の収益のみを追求し部分最適に

陥ったり、顧客満足の低下につなが

るリスクもある。そこで関係者を「全

体最適」の視点に立ち戻らせる役目

を果たしているのがJALフィロソ

フィである。人として正しくあるこ

とと利益を上げることの両立を、JAL

フィロソフィと部門別採算制度の両

輪が支えている。

 「破綻前は、“人として正しいことを

する”ということに気恥ずかしさのよ

うなものがあった。今は、人としての

正しさ、真面目さにまっすぐ向き合っ

ていい、というお墨付きをもらったよ

うな気がしています」（野村氏）

　また、人財育成を推進する上で意

識するようになったことは、「教育・

研修のプログラム１つを考えるにし

ても、出来る限りそこに経営の思い

を反映させるようになったこと」（野

村氏）だという。破綻前から同社の人

財育成を担ってきた野村氏だが、自

らの仕事と経営の思いを直結させて

考えることは少なかった。「業務上、経

営が発するメッセージに直接触れる

機会も多いのですが、そのメッセージ

に込められた経営の思いに非常に敏

感になったのは、破綻以降の大きな

変化だと思います」（野村氏）

　日本航空（JAL）が2010年の経営破

綻後から再生に向かった道のりは、

経営が示す新しい価値観や行動規範

を組織に浸透させるための、終わり

なき組織開発の活動と言えよう。そ

れは、JALの再生を託された京セラ創

業者の稲盛和夫氏が持ち込んだ、

「フィロソフィ」と「アメーバ経営」を

JAL独自の形に変化させた「JALフィ

ロソフィ」と「部門別採算制度」の両

輪で進んでいった。

　JALフィロソフィとは、稲盛氏が京

セラで磨き上げた経営哲学を原型と

した、新生JALの社員全員が持つべき

価値観、行動規範である。「『JALフィ

ロソフィ』は40項目。内容は決して特

別なことではありません」と説明する

のは、意識改革・人づくり推進部部長

の野村直史氏だ。そこには、「常に謙

虚に素直な心で」「真面目に一生懸命

仕事に打ち込む」「お客さま視点を貫

く」といった、いわば「人として正し

い考え方」が並ぶ。「破綻前でも、現場

の一人ひとりは真面目に仕事に向き

合っていた。ですが、自分たちの仕事

が正しさに向かっているかどうか、す

べてがお客さまのためになり、結果と

して利益を生むことに貢献できてい

るのか、という目線で自らの仕事を

振り返ることがなかったのではない

か、と今では思います」（野村氏）

　JALフィロソフィに「最高のバトン

タッチ」という言葉がある。航空会社

は予約から運航まで、完全な分業体

制でサービスを提供する。破綻前は、

整備は機体を万全に保ち、運航は安

全かつ定時の離発着を意識し、キャビ

ンアテンダントは旅客のニーズに

合ったサービスを提供するなど、社員

はそれぞれの持ち場で自らの役割を

果たすことにのみ努力してきた。「し

かし、“最高のバトンタッチ”を実現す

るためには、ただ自分のなすべきこと

だけを行うのではなく、次にバトンを

受け取る仲間とどう連携できるかを

考えることが求められます」（野村氏）

　JALフィロソフィの浸透に、同社は

膨大なコストをかける。３万2000人

の全社員が年４回、２時間の教育を

受講することが義務づけられてい

る。毎回、40項目のうちの１つをテー

マとして取り上げ、数人のグループ

に分かれてディスカッションする。

稲盛氏の講話や、現場でJALフィロソ

フィを実践する社員へのインタ

ビューなどのDVDを全員で見たうえ

で、「どこがJALフィロソフィに合致

しているか」「自分自身、自分の職場

はどうか」と話し合い、理解を深める

のが狙いだ。

 「JALフィロソフィ」の教育を担うの

は、野村氏の組織に所属する９人。

「ファシリテーター」と呼ばれる彼ら

は、１年任期で配属された現場の社

員たちだ。機長、整備士、キャビンア

テンダント、営業など出身は多様だ。

全社の隅々まで価値観が浸透する組織へ

■全員が持つべき価値観

■繰り返し学ぶ

■「仲間」がファシリテーション

■利益追求と矛盾させない

フィロソフィを考え、実践する機会を絶え間なく繰り返す
人財本部　意識改革・人づくり推進部　部長

野村直史氏

日本航空（JAL）
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「彼らはファシリテーションのプロで

はなく、１週間程度、先輩のやり方を

見よう見まねで学ぶ程度。それでも

プロにお願いする以上の効果があ

る」（野村氏）という。１つには、彼らが

研修を受ける社員の「仲間」であるこ

とだ。「経営陣やプロといった“上”や

“外”、あるいは人事の教育担当が語る

と、押し付けられた、という印象を与

えかねません。同じ目線に立つ同僚

がファシリテーターとなることで、

受け入れやすくなります」（野村氏）

　また、プログラムもファシリテー

ターがつくる。「彼らは現場の情報を

多く持っている。DVDに登場する現

場のJALフィロソフィ実践者を探す

にしても、自分のネットワークを

使って最適な人を見つけられるので

す」（野村氏）

　さらに、彼らが「１年後に現場に

戻っていく存在」（野村氏）であるこ

とも重要だ。１年間真剣にJALフィ

ロソフィと向き合った社員が、職場

に増える。彼らの存在が、現場への浸

透を促進するのは間違いない。

　一方、部門別採算制度の導入は、

JALフィロソフィの導入から遅れる

こと約１年。部門別採算制度では、部

単位ではなく、部の下の「グループ」

といった小さな単位で収支に責任を

持たせる。「以前は利益を生むのは営

業部門の仕事であり、それ以外の部

署では、“自分たちの仕事が利益にか

かわる”という意識はほとんどないと

いってよかった。利益＝収入－費用。

業務にかかわる全員の利益貢献を見

える化したことで、コスト意識が高

まりました」（野村氏）

　小さな組織に分けて、部門別採算

制度を導入すると、ともすると自部

門の収益のみを追求し部分最適に

陥ったり、顧客満足の低下につなが

るリスクもある。そこで関係者を「全

体最適」の視点に立ち戻らせる役目

を果たしているのがJALフィロソ

フィである。人として正しくあるこ

とと利益を上げることの両立を、JAL

フィロソフィと部門別採算制度の両

輪が支えている。

 「破綻前は、“人として正しいことを

する”ということに気恥ずかしさのよ

うなものがあった。今は、人としての

正しさ、真面目さにまっすぐ向き合っ

ていい、というお墨付きをもらったよ

うな気がしています」（野村氏）

　また、人財育成を推進する上で意

識するようになったことは、「教育・

研修のプログラム１つを考えるにし

ても、出来る限りそこに経営の思い

を反映させるようになったこと」（野

村氏）だという。破綻前から同社の人

財育成を担ってきた野村氏だが、自

らの仕事と経営の思いを直結させて

考えることは少なかった。「業務上、経

営が発するメッセージに直接触れる

機会も多いのですが、そのメッセージ

に込められた経営の思いに非常に敏

感になったのは、破綻以降の大きな

変化だと思います」（野村氏）

　日本航空（JAL）が2010年の経営破

綻後から再生に向かった道のりは、

経営が示す新しい価値観や行動規範

を組織に浸透させるための、終わり

なき組織開発の活動と言えよう。そ

れは、JALの再生を託された京セラ創

業者の稲盛和夫氏が持ち込んだ、

「フィロソフィ」と「アメーバ経営」を

JAL独自の形に変化させた「JALフィ

ロソフィ」と「部門別採算制度」の両

輪で進んでいった。

　JALフィロソフィとは、稲盛氏が京

セラで磨き上げた経営哲学を原型と

した、新生JALの社員全員が持つべき

価値観、行動規範である。「『JALフィ

ロソフィ』は40項目。内容は決して特

別なことではありません」と説明する

のは、意識改革・人づくり推進部部長

の野村直史氏だ。そこには、「常に謙

虚に素直な心で」「真面目に一生懸命

仕事に打ち込む」「お客さま視点を貫

く」といった、いわば「人として正し

い考え方」が並ぶ。「破綻前でも、現場

の一人ひとりは真面目に仕事に向き

合っていた。ですが、自分たちの仕事

が正しさに向かっているかどうか、す

べてがお客さまのためになり、結果と

して利益を生むことに貢献できてい

るのか、という目線で自らの仕事を

振り返ることがなかったのではない

か、と今では思います」（野村氏）

　JALフィロソフィに「最高のバトン

タッチ」という言葉がある。航空会社

は予約から運航まで、完全な分業体

制でサービスを提供する。破綻前は、

整備は機体を万全に保ち、運航は安

全かつ定時の離発着を意識し、キャビ

ンアテンダントは旅客のニーズに

合ったサービスを提供するなど、社員

はそれぞれの持ち場で自らの役割を

果たすことにのみ努力してきた。「し

かし、“最高のバトンタッチ”を実現す

るためには、ただ自分のなすべきこと

だけを行うのではなく、次にバトンを

受け取る仲間とどう連携できるかを

考えることが求められます」（野村氏）

　JALフィロソフィの浸透に、同社は

膨大なコストをかける。３万2000人

の全社員が年４回、２時間の教育を

受講することが義務づけられてい

る。毎回、40項目のうちの１つをテー

マとして取り上げ、数人のグループ

に分かれてディスカッションする。

稲盛氏の講話や、現場でJALフィロソ

フィを実践する社員へのインタ

ビューなどのDVDを全員で見たうえ

で、「どこがJALフィロソフィに合致

しているか」「自分自身、自分の職場

はどうか」と話し合い、理解を深める

のが狙いだ。

 「JALフィロソフィ」の教育を担うの

は、野村氏の組織に所属する９人。

「ファシリテーター」と呼ばれる彼ら

は、１年任期で配属された現場の社

員たちだ。機長、整備士、キャビンア

テンダント、営業など出身は多様だ。

全社の隅々まで価値観が浸透する組織へ

■全員が持つべき価値観

■繰り返し学ぶ

■「仲間」がファシリテーション

■利益追求と矛盾させない

フィロソフィを考え、実践する機会を絶え間なく繰り返す
人財本部　意識改革・人づくり推進部　部長

野村直史氏
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　第１部で、組織開発は時代と経営

の要請に従って、コミュニケーショ

ンデザイン、業務のデザイン、組織の

デザインとその領域を広げ、環境変

化が激しくなった2000年代以降に

は、組織の変化対応力を引き上げる

ことに力を注いできたと確認した。

日本企業では、組織開発と定義され

る活動は現場の改善活動に収斂し、

景気後退によって下火になった。し

かしながら、３社の事例で見たよう

に、経営改革のような大変革期には、

確かに組織開発といえる活動に人

事が取り組み、成果を出してきたこ

ともわかった。

　では、未来は？   過去にそうであっ

たように今後も組織開発の中身が進

化する可能性はある。そして、既にそ

の兆しは生まれつつある。

　コロンビア大学ティーチャーズカ

レッジ教授のウォーナー・バーク氏は、

20年前と現在の組織開発に携わる人

う、彼らにもっとチャンスを与えよう

という組織風土がなければ、タレント

マネジメントはうまくいかない。組

織風土に課題があれば、そこを修正

しに行くのです」。このように人事部

がタレントマネジメントやリーダー

シップ開発といった今日的な課題に

取り組もうとするならば、組織開発

の視点や手法がより重要になる。で

は、人事は組織開発の視点や手法を、

どのように身に付ければいいのか。

　前出のＯＤネットワークのミナハ

ン氏は、「そもそも人事と組織開発

（それが人事部であれ、組織開発部門

であれ）の違いを調査した。「大きな

潮流は、組織開発がかつては人事の

領域だったリーダーシップ開発やタ

レントマネジメントの領域と重なる

ようになり、現在ではほぼ一体化し

つつある、ということです。組織開発

が行っているのは、単に将来のリー

ダー候補を育成したり、サクセッ

ションプランをつくることに留まっ

ていません」（バーク氏）

　バーク氏によれば、米国における

リーダー選抜育成の課題は、「最終的

に組織のリーダーを任せた人の５割

がその役割に失敗する」ということ

だ。その背景には、選抜のプロセスの

問題がある。どのような職種であれ、

リーダーとして昇進するのは、トッ

プの業績、成果を出した人、あるいは

優れた専門能力を有した人になる。

「しかし、リーダーとして活躍できる

ことと、ある職種におけるパフォー

マンスや専門性の高さには必ずしも

相関があるわけではない。だから成

果を出せずに終わってしまう人が発

生するのです」（バーク氏）

　リーダーシップとは、自らが目指

すゴールを必要な人を巻き込みなが

ら、自らの強みとあらゆる手段を

使って達成していく能力だ。言い換

えれば自らの仕事、ゴールに対する

深いコミットメント、強いオーナー

シップを持ち、その仕事の完遂のた

めに他者との協働をなし得る力であ

る。リーダーシップは組織のリー

ダーだけでなく全員が持つべきもの

だ。組織の構成員全員のリーダー

シップ開発を行い、そこでより強く

リーダーシップを発揮した人に、

もっとその人が活躍できるより大き

な責任と権限を与えていく、つまり

タレントマネジメントを機能させる

方向に米国企業は動いている。

 「人には個性や強みがそれぞれあり、

それはリーダーシップの発揮の仕方

にも大きな影響を与えています。そ

のため、それまで企業が提供してき

たような短期かつ一様のリーダー育

成研修だけではリーダーシップは高

まらないことに気付いたのです」

（バーク氏）

　ここにきて組織開発と、リーダー

シップ開発やタレントマネジメント

という人事課題が急接近しつつある。

これまでの個人のスキルや能力を向

上させることに主眼を置いた人材育

成、能力開発のアプローチは、全員の

リーダーシップを高めることに始ま

る、組織の構成員全員を対象とする

組織開発のアプローチへと転換しつ

つあるといえよう。

　同じリーダーシップ開発でも、人

材育成的なアプローチと組織開発

的なアプローチでは、その手法が大

きく異なる。前出の一橋大学・守島氏

は、「リーダーシップを持つ人材を育

むのが人材育成、リーダーシップを

持つ人材を育む組織を育むのが組

織開発」だと言い切る。リーダーシッ

プを持つ人材が生まれる組織をつく

ろうと思えば、経営に必要なリー

ダーシップの定義に始まり、それを

組織にどう浸透させ、現場で何を評

価するのか、全員がリーダーシップ

を発揮できる意思決定の構造やコ

ミュニケーションのありようはどの

ようなものか、と、研修の開発に留ま

らない広範囲へのアプローチが求

められる。

　以前、欧州のグローバル企業で、タ

レントマネジメントと組織開発をと

もに担当する人の話を聞いたことが

ある。彼は毎日、世界の拠点を巡って

いた。「タレントを発掘することはも

ちろん重要。同時に、タレントを育も

組織開発が
“個”にもフォーカス

リーダーシップを持つ
人材を育む組織を育む

組織開発のスキルを
どう高めるのか

米国で見た、
組織開発の未来の姿とは

組織開発は、リーダーシップ開発が
今日的課題となり、人事と合流

第 2 部

W. Warner Burke_ コロンビア大学ティーチャーズ
カレッジ教授。1970 年代に日本に組織開発を紹
介した 1 人。“Organization Change: Theory and 
Practice”など、著書多数。

ウォーナー・バーク氏

時代と経営の要請によって再定義され続けてきた組織開発。環境の激変期にあって、
そのありようはまた、変わろうとしている。その潮流を米国取材でとらえた。
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は、その出自が異なる」と話す。組織

開発とは経営が求めるゴールを、ど

うやってその組織が担えるようにな

るのかがスタート地点。最初から

経営のパートナーとして、コミュニ

ケーションデザイン、組織デザイン

の知識やスキルのみならず、ビジネ

スリテラシーや経営に関する知識を

求められてきた。既に1970年代に

は、大学院の専門プログラムができて

いた。「一方人事は、元来は人的資

源のコスト管理がその領域であり、

報酬や福利厚生などの設計、管理

とコントロールがスタートなので

す」（ミナハン氏）。つまり組織開発と

人事は専門領域が異なるのだから、

リーダーシップ開発やタレントマネ

ジメントを組織開発的に実施するに

は、新しい知識や能力の獲得が必要

になる。どこで、それらの知識を獲得

できるのか。

　増田氏は、次のように語る。「人事

パーソンが組織開発のスキルを身に

付けようとするならば、現場に入っ

ていくしかありません。そこにどん

な課題があるのか仮説を立て、それ

を現場の人にぶつけてみる。相手が

違うと言えば考え直せばいいし、少

しでも示唆があれば課題解決に向け

て必要な施策を一緒に考えていく。

この繰り返ししかないのです」

　具体的に、人事と組織開発が合流す

るとはどういうことか。組織開発の一

環としてのリーダーシップ開発、タレ

ントマネジメントを実行する米国発

グローバル企業２社を紹介する。

　シェブロンは、米国カリフォルニア

州に本社を置く石油メジャーであ

る。同社の人にかかわる部門は３つ。

オーガニゼーション・ケイパビリティ・

グループ（以下、ＯＣＧ）、オフィス・オ

ブ・グローバル・ダイバーシティ（以

下、ＯＧＤ）、人事グループの３つだ。

ヴァイスプレジデントのシャリク・ヨ

スフザイ氏は「個人のポテンシャル

を最大化するには、３つの機能の協

業が重要。なかでも、タレントマネジ

メントなど人を育む機能はＯＣＧが、

全員のユニークネスを組織の価値に

変えるためのダイバーシティマネジ

メントはＯＧＤが担います」と説明す

る。人事グループは基本的に、採用、

福利厚生などＨＲサービスを担当す

る。つまり、ここまで語ってきた組

織開発の役割を同社で果たすのは、

ＯＣＧとＯＤＧだ。

　石油という資源へのリーチこそが

すべてを決めるといっても過言では

なさそうな、石油メジャーにあって

なお、「わが社の最大の資産は、やは

り人なのです」とヨスフザイ氏は言

い切る。「石油を見つけるのも人。そ

れをどのように活用するか創造力を

働かせるのも人。ですから私たちは、

人に最大の投資をしています」（ヨス

フザイ氏）。すなわち組織の成功は、

人によってしかなされないのであっ

て、「組織開発のなかには、当然、個々

人の能力を伸ばす“人材開発”といわ

れた領域はすべて含まれる」（ヨスフ

ザイ氏）というのだ。

　具体的にＯＣＧの活動を聞くと、ほ

とんどがグローバル企業で多く行わ

れているタレントマネジメントや

リーダー育成に属するものだ。トレー

ニングやジョブローテーションに

よって人材のスキルを高め、ポテン

シャルの高い人材はリーダー育成プ

ランに乗せ、人材開発会議でその人

■大きな仕組みと草の根

米国企業のリアル
“組織”と“個”の開発の関係は

アジアにおける組織開発 Shariq Yosufzai_ヴァイスプレジデント

シャリク・ヨスフザイ氏

組織開発が人材育成を包含する理由

組織能力を高めることは、ビジョンに基づきベストな人材を増やすこと

シェブロン

1970年代に導入され
今では経営のパートナーに

 「組織開発という考え方がフィリピ

ンに入ってきたのは、1970年代と早

く、1980年代には大学院に組織開発

の修士課程ができました」と、フィリ

ピンの多くの企業で組織開発のプロ

として活躍してきたエンリケ・アバ

デスコ氏は話す。「フィリピンでは、

歴史的背景により米国企業の影響を

強く受けていますから」。あるいは、

アバデスコ氏もかかわったフィリピ

ンの大手ビール会社サンミゲルのよ

うに、米国で学んだ後継社長が「組織

の古い体質を変えるために必要」と

判断し、導入したケースもある。

　フィリピンで組織開発を実施し

ている企業では、人事部のなかに組

織開発を担うチームをおくことが多

い。「組織開発チームは企業カル

チャーの変革や経営戦略の推進を

担い、経営のパートナーとなってい

ます。業績に貢献するという認知も

されています」（アバデスコ氏）とい

うように、組織開発のありようはグ

ローバル企業のそれと同様だ。成長

する市場のなかで、グローバル企業

へと脱皮しようと模索を続けるア

ジア企業は多い。そのための重要な

手法として、組織開発は位置づけら

れている。

Enrique Abadesco_エクソン・モービルで人事・
組織開発の責任者を経て、サンミゲルのシニア・バ
イス・プレジデントを務める。現在はコンサルティ
ング会社を経営。

エンリケ・アバデスコ氏
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Enrique Abadesco_エクソン・モービルで人事・
組織開発の責任者を経て、サンミゲルのシニア・バ
イス・プレジデントを務める。現在はコンサルティ
ング会社を経営。

エンリケ・アバデスコ氏
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がもっと活躍できるポジションを用

意すべく力を尽くす。

　こうして全社的な選抜の仕組みを

つくるのと同時に、草の根的な現場の

リーダーシップ開発をＯＧＤが支援し

ている。最近、米国のグローバル企業

で盛んな活動、「ビジネス・リソース・

グループ」（以下、ＢＲＧ）を同社も活用

している。女性、少数民族、ＬＧＢＴな

どテーマを決めて、それぞれの立場

だからこそ見える社内外の課題を抽

出し、実際に行動を起こして解決を

目指す活動だ。全世界で６万2000人

いる社員のうち、２万9000人が何ら

かのＢＲＧに参加する。「優れたＢＲ

Ｇの活動は経営サイドが支援します

から、私たちリーダーはこの活動を

通じて、これまで会う機会のなかっ

た優れた人材を知ることもできます。

重要な人材情報のパイプラインでも

あるのです」（ヨスフザイ氏）

　ＯＣＧとＯＧＤの活動が人材開発や

ダイバーシティマネジメントに留ま

らず、組織開発だというゆえんは、

そのすべてが経営ビジョンを実現す

るために行われているからだ。「私

たちの活動の根幹には、常に立ち返

るシェブロン・ウェイというビジョン、

価値観があります」（ヨスフザイ氏）。

シェブロン・ウェイの中心にあるビ

ジョンは、「社員・パートナーシップ・

業績で賞賛を受ける代表的グロー

バルエネルギー企業になること」で

ある。そのために社員が持つべき価

値観を、「健全性」「信頼」「多様性」

「独創性」「パートナーシップ」「人と

環境の保護」「高い遂行能力」の７つ

の言葉で表現している。「わが社で

評価されるのはこのシェブロン・

ウェイに共感できる人である。組織

能力を高めることとはすなわち、シェ

ブロンにとっての“Best people for 

our company”を組織のなかにでき

るだけ増やすこと。人材開発プログ

ラムの構築も、人の評価や昇格の基

準も、リーダーの選抜も、すべて“そ

れはシェブロン・ウェイに基づいて

いるか”という問いかけから始まるの

です」（ヨスフザイ氏）

　ヒルトンが組織開発を必要とした

理由は明確だ。「2016年現在、4600の

ホテルが100カ国にわたって存在し

ます。そして、世界のどこかで1.14日

に１軒（2015年）のペースで、ヒルト

ン・ワールドワイドのホテルがオー

プンしています。そのような状況の

なかで、全員がホスピタリティ、イン

テグリティ、リーダーシップ、チーム

ワーク、オーナーシップ、ナウ（頭文

字をつなげるとHILTON）というコ

アバリューを体現できる人材となる

ための仕組みの構築が急務だったの

です」（キッペン氏）

　具体的にキッペン氏が主導したの

が、ヒルトン・ワールドワイド・ユニ

バーシティ（通称ヒルトン・ユニバー

シティ）と名付けられたコーポレート

ユニバーシティの設立だ。ヒルトン・

ユニバーシティには５つのカレッジ

があり、サービススキルやホテル運営、

リーダー育成といった分野別にト

レーニングを提供している。入社した

ばかりの人や若手、サービス現場の

人だけでなく、リーダー、コーポレー

トスタッフなど、「ヒルトン・ワールド

ワイドのすべての従業員が、自分に

必要な学びを得られるようにした」

（キッペン氏）という総合的な人材開

発プラットフォームになっている。

「同時に数千のeラーニングプログラ

ムを用意し、従業員はすべて参加で

きます」（キッペン氏）

　全従業員が、職務に応じて、必修で

受講するプログラムがある。また、統

合後に導入されたパフォーマンス・マ

ネジメント・システムとも連動してい

る。すべての従業員について、ビジネ

スゴールに対する貢献、必要とされる

コンピテンシーに対する現在のレベ

ルがわかり、今、誰にどんなトレーニ

ングが必要かの判断ができるのだ。

個々人には、それに応じてヒルトン・

ユニバーシティのどのプログラムの

受講をすべきかガイドが提示される。

 「ビジネス環境やお客さまのニーズ

が常に変化する以上、私たちの提供

するサービスもそれに応じて常に進

化しなければならない。入社時研修、

階層別研修だけでは不十分です。い

つでも、誰でも学びたい人が私たち

のサービスの本質とその進化を学べ

る状態を用意しておくことが重要

なのです」（キッペン氏）

　ヒルトンのこの活動は、「組織開発

そのもの」（キッペン氏）というが、同

社では組織開発という言葉を採用し

ていない。「組織開発という言葉はア

カデミックなニュアンスが強く、現場

では浸透しにくい。そのため、人材開

発（タレント・デベロップメント）といっ

た言葉を使っています。最も現場で使

いやすく、受け入れられやすい言葉で

説明することも、組織開発において

は重要なのです」（キッペン氏）

　世界最大のホテルチェーン、ヒル

トングループは、2010年、大きな組織

変革に向き合わざるを得なかった。

それまで別法人だった米国ヒルトン

とそのほかの国・地域のヒルトング

ループのホテルをすべて統合し、経

営体制をヒルトン・ワールドワイドと

して一元化したのである。「そこで急

務だったのは、組織開発でした」と、

説明するのは、同社のチーフ・ラーニ

ング・オフィサー、グローバル・タレ

ント・リーダーのキモ・キッペン氏で

ある。新生ヒルトンは100カ国に約

16万人の従業員を持つ巨大組織と

なったのだ。

■すべてビジョンが根幹
■５つのカレッジと
　ｅラーニングプログラム

■変わり続けるための学び

■受け入れやすい言葉で

Kimo Kippen_ チーフ・ラーニング・オフィサー
グローバル・タレント・リーダー

キモ・キッペン氏

世界１６万人の進化こそ組織の進化

いつでも、誰でもコーポレートユニバーシティで学べる状態に

ヒルトン・ワールドワイド
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ると言い切れるかどうか、という問

題だ。ウェイやバリューをどのよう

なものにするか、これ自体は人事が

決められるものではない（もちろん

実務的には人事が手を動かすこと

になるかもしれないが）。経営者の

意志と主体性こそが大事であるし、

そうでなければ経営の目的を達成

するために必要にして十分な内容

にそぎ落とし、磨きあげることは難

しいに違いない。

　ここでの人事（あるいは組織開発

の実践者）の役割は、経営者との対

話である。増田氏は、経営者の成し

遂げたいことをやってくれる人々が

どのような状態であってほしいの

か、それで本当に成し遂げられるの

か、それを経営陣に問うところから

組織開発がスタートすると言った。

　もう１つは、ウェイやバリューが

おざなりの標語として形骸化してい

ないか、という問題だ。もちろん、ど

の企業の人も、「うちのウェイは飾り

物です」などと正面切って言うはず

がない。ここで問いたいのは、大切に

しているという「心持ち」だけではな

く、従業員の日々の行動や判断基準

になるくらいに、それらを「活用」し

ているか、ということだ。

　活用するとはどういうことか。

ウェイやバリューとして言語化され

たもの自体が、人事評価や選抜登用

の基準になり、人材開発や研修の

テーマになり、上司と部下の日常の

対話のなかで実際に口にされる。こ

のような状態をもって、活用してい

るというべきである。

　今号で見てきた事例を振り返れば

なるほど、と思っていただけるので

はないだろうか。JALでは「JALフィ

ロソフィ」への理解を確たるものに

するために、全従業員が年間8時間

の研修に参加する。実はこれ以外に、

管理職だけ、経営幹部だけが参加す

る勉強会も並行して行われている。

これほどの頻度で、ウェイやバリュー

と向き合う時間を現場に課すこと

を、よしとすることができる企業が

どれほどあるだろうか。

　また、ヤフーでは１on１ミーティ

ングを全部下と毎週重ねることがミ

ドルマネジャーに課されている。経

営戦略「爆速経営」を実現するウェイ

にあたるものが「メンバーの才能と

情熱を解き放て」であり、キーパーソ

ンであるミドルマネジャーの行動に

組み込んである。

　さらには、それをできる人である

かどうかをミドルマネジャー登用の

判断基準にしたという。ハイパフォー

マーであれ、というだけではなく、

ウェイの伝道師であり、バリューの

体現者であれ、というならば、人材登

用の基準にも当然、それが埋め込ま

れなければならない。それが本当に

実行できている企業、その視点で部

下を評価できる上司は、どれだけい

るだろうか。人事におけるすべての

施策や取り組みを、組織開発の視点

で見直し、進化させられるか、考え

る機会にしていただきたい。

　2015年12月発行のWorks133号

の第1特集では、「人事部の、今、あ

るべき形」と題して、企業の人事部

がどのような機能を備えるべきか、

そして、どのような組織構造でそれ

を実行していくべきかを考察した。

同特集でも、「OD&TD」つまり、組

織開発およびタレント開発という

機能の必要性が高まっていること

を指摘した。特集のまとめには

「（OD&TDの機能として）全社の

隅々にまで、自社の企業理念や行動

規範を浸透させ、それを高いレベル

で具現化する人々を次世代のリー

ダーとして選び、育てること。これ

ができなくては、全社レベルでの戦

略人事ができたことにはならない」

と記した。

　今回お目にかかった組織開発の

実践者は（肩書きが組織開発か、HR

か、コンサルタントかにかかわらず）

誰もが皆、「経営者のパートナー」を

自任しておられた。組織開発が経営

戦略と直結していること、また、戦

略人事の要であることが、彼らの自

負からも浮かび上がってくる。

　改めて「組織開発」にフォーカスを

当てた今号をつくり終えて、確信し

たことがある。それは、組織開発の

本質は「ウェイの浸透、バリューの体

現」なのだということ、そして、組織

開発に自覚的でない人事は経営の

パートナーたり得ないということだ。

　こう言い切るためには前提とし

て、個々の会社のウェイやバリュー

というものが、「これらによってこそ

自社の持続的な発展が成し遂げられ

る」というレベルに到達するまで、経

営が考え抜いたうえで構成され、言

語化されていなければならない。こ

のように、経営陣が組織の発展のた

めに欠かせないと信じていること、

それを組織に埋め込んでいく仕事だ

からこそ、組織開発は経営マターな

のであり、組織開発の実践者が経営

者のパートナーと認められるのだ。

　ここに２つの問題が浮かび上がっ

てくる。１つは、ウェイ、バリューと

いったものを掲げている企業は日本

にももちろん少なくないが、それら

をつくり上げた主体が、経営者であ

かなめ

経営のパートナーとしての人事には
組織開発の視点が必須

本誌編集長／石原直子

まとめ

改めて、
組織開発の本質とは

ウェイやバリューに
魂を入れ、命を与える

組織開発のために
既存のルールを変えられるか
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になるかもしれないが）。経営者の

意志と主体性こそが大事であるし、

そうでなければ経営の目的を達成

するために必要にして十分な内容

にそぎ落とし、磨きあげることは難

しいに違いない。

　ここでの人事（あるいは組織開発

の実践者）の役割は、経営者との対

話である。増田氏は、経営者の成し

遂げたいことをやってくれる人々が

どのような状態であってほしいの

か、それで本当に成し遂げられるの

か、それを経営陣に問うところから

組織開発がスタートすると言った。

　もう１つは、ウェイやバリューが

おざなりの標語として形骸化してい

ないか、という問題だ。もちろん、ど

の企業の人も、「うちのウェイは飾り

物です」などと正面切って言うはず

がない。ここで問いたいのは、大切に

しているという「心持ち」だけではな

く、従業員の日々の行動や判断基準

になるくらいに、それらを「活用」し

ているか、ということだ。

　活用するとはどういうことか。
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たもの自体が、人事評価や選抜登用
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かなめ

経営のパートナーとしての人事には
組織開発の視点が必須

本誌編集長／石原直子

まとめ

改めて、
組織開発の本質とは

ウェイやバリューに
魂を入れ、命を与える

組織開発のために
既存のルールを変えられるか

24 No.135 Apr ---  May 2016 25No.135Apr ---  May 2016



  「人事パーソンの意思決定の基盤

は、多くの場合、１、２社の限られた

組織環境における限られた経験から

形成されます。それ以外に知識的基

盤を持っていたとしても、心理学・

経営学といった領域に限定される。

これは、人事部における大きなリス

クでしょう」と、指摘するのはキャ

リア論の第一人者、慶應義塾大学大

学院特任教授の高橋俊介氏である。

　事業領域がグローバルに広がり、

環境変化がめまぐるしい現状にあっ

て、多様なビジネスモデルと組織人

事モデルの組み合わせによる選択肢

は無数に存在する。そこから我が社

らしい人と組織のありようを選択す

るには、「組織人事の世界観」とも

いうべき基盤が必要だ。「そのとき、

人事プロフェッショナル自身の見識

の広さ、深さが意思決定の質を決定

するのです」（高橋氏）

　高橋氏の問題意識をもとに、人事

プロフェッショナル十数人が集い、

１年間にわたって勉強会「ゼミナー

ル 組織人事の世界観」を開催した。

本特集ではそれに基づき、人事が深

く広い見識を身に付け、自身の意思

決定の基盤となる持論を形成するた

めに知っておくべき 10 の世界観を

10 冊の本を通じて学んでいく。

　日本は島国であり、ほぼ単一民族だから均質性が高く、多

様性の受容が苦手、というのが私たちに刷り込まれた日本

人観である。しかし、『DNAでたどる日本人10万年の旅』（崎

谷満、昭和堂、写真２）では、Ｙ染色体のDNA多型解析によ

る人類の移動の歴史の追跡によって、新たな日本人像を提

示している。

　約10万年前にアフリカ大陸で誕生した現生人類は、アフ

リカにとどまった２つのDNA系統を除き、３つの系統が異

なるルートをたどって世界に散っていった。他国・他地域で

は一定の系統の集積が見られるのに対し、日本では３系統に

由来する多様な型が共存する。これは世界的に見て非常に珍

しいという。「民族の存亡をかけた凄まじい戦争の歴史が大

幅にDNA地図を塗り替えた」ユーラシア大陸東部のように、

その系統のホームランドですら祖先のグループが途絶えて

いる場合がある。日本でDNAの多様性が維持できた背景の

１つには、大陸から新しい技術を携えてきた人々をいつの時

代も受け入れ、平和的に共存したことがあるという。

　本書が提示するのは、日本人がDNAレベルでは多様で

あり、内なるグローバル化が十分に可能な受容性を持つと

いう事実だ。では、なぜ私たちは自らをそう認識できないの

か。そこが人事の考えるべき点である。

　歴史の教科書を見れば、世界は「西洋」と「東洋」という大

きな枠組みで分類されている。自身の経験を通じ、1950

年代に既に、その枠組みに限界を感じた歴史家がいる。梅

棹忠夫である。

　1955年に梅棹がアフガニスタン、インド、パキスタン

を調査旅行し、彼が見聞きして感じたことをまとめたのが

『文明の生態史観』（梅棹、中公文庫、写真１）である。日本

と欧州は封建制から隠健な革命を経て飛躍的な発展をす

る、という比較的安定した歴史を歩んだのに対し、両者に

挟まれた広大な東欧、ロシア、中東、アジアは建国と侵略、

過激な革命を繰り返し、基本的には専制君主国家しか成立

し得なかった。前者を「第一地域」、後者を「第二地域」と梅

棹は命名し、その政治、文化、人々のマインドセットに大き

な違いがあることを見出した。

　西洋、東洋という分類において日本は東洋に属し、アジ

ア地域に対しては欧米諸国よりは近しいという一定の親

和性の前提を持って企業は進出していく。しかし、アジア

と日本に親和性など、それほどないのでは。数千年の歴史

と地理をベースにした、異なる視点からのグローバル観を

養うきっかけとなる１冊である。

、アジア

と日本に親和性など、それほどないのでは。

、日本人がDNAレベルでは多様で

あり、内なるグローバル化が十分に可能な受容性を持つと

いう事実だ

1

2

人事プロフェッショナルとして、
意思決定の基盤をつくれ

グローバル観

日本人観

第 2 特集

Text ＝ 入倉由理子　　Photo ＝ 平山 諭

重要な意思決定をするとき、何を基盤にしているだろうか。
常識。経験。組織のルール……。それらを補強するためには、骨太で立体的な知識が必要だ。
人事が深く、広い知識・見識を持つための、高橋俊介氏とWorksによる「誌上ゼミナール」を開講する。

世界をどのようなフレームで見るのか

日本人は本当に多様ではないのか

Takahashi Shunsuke_慶應義塾大学大学院特任教
授。マッキンゼーアンドカンパニーを経て、ワイアッ
ト（現在ウイリス・タワーズワトソン）に入社、1993
年代表取締役社長に就任。その後独立し、ピープル
ファクターコンサルティング設立。

高橋俊介氏

組織人事が持つべき　　　  の「世界観」とは
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　現在にいたる私たちの生活の大きな枠組みは、室町時代

の少し前、南北朝動乱期の14世紀から続くと、網野善彦はそ

の著書『日本の歴史をよみなおす（全）』（網野、ちくま学芸文

庫、写真４）のなかで述べている。たとえば「町」や「村」とい

う単位はこの時期にできたという。

　なかでも注目すべき指摘は、「日本は農業社会」であるとい

うのは誤解とする点である。独特の日本文化を支えているの

は水田を中心とした農業であり、弥生時代以降、江戸時代ま

でそれは続き、産業社会に移行するのは明治時代以降だとす

るのが一般的な認識だ。しかし実際には、貿易業や金融業な

どを農業とともに営む多角的経営をしていた人々が多く存

在した。土地を持たず貧しいとされた農民の多くは、さまざ

まな商売を営んでいたために、土地を持つ必要がなかったと

いうのだ。これらの事実を通じ、農業中心の均質的、斉一的な

文化を持つ日本人像ではなく、起業家精神に溢れる新しい日

本人像を私たちに提示する。

　もし網野の指摘どおり、我々の先祖が兼業、起業、イノベー

ションを厭わぬ機を見るに敏な知恵者だったなら……。私た

ち自身が常に口にする「日本では、日本人には、難しい」とい

う言い分は、直ちに根拠を失うのである。

　人は何のために働くのか。仕事に対する価値観は、歴史的

に見ても、社会環境によって変化してきた。マックス・ヴェー

バーはその著書『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の

精神』（ヴェーバー、岩波文庫、写真３）で、禁欲的なプロテス

タンティズムの倫理こそが勤勉さを生み、近代資本主義の誕

生に貢献してきたと説く。神は救われるものと救われないも

のをあらかじめ定めているという二重予定説は、神から課さ

れた使命（仕事）に専心し、衝動や欲求を厳しく統制する現世

的な「禁欲」を人々にもたらした。資本主義の発展には、現在

の消費のためではなく、将来の救済のために働くというプロ

テスタンティズムの新しい労働価値観が、心理的準備として

必須だった。ところが資本主義が発展すると、神から課され

た使命に応えるという内的動機は消え、利潤という外的動機

の追求に仕事観は変容した。現代資本主義の存続の危機を、

20世紀初頭にヴェーバーが強く訴えている。

　翻って現代の日本はどうか。物質的豊かさを背景に、多く

の人が自己実現という内的動機づけを重視するようになっ

た。しかし企業は、全員の自己実現を満足させられない。変化

した個人の仕事観と組織的ニーズのミスマッチ問題に、向き

合うときがきている。

　日本という国、あるいは日本企業の「集団主義」を否定する

人は少ない。社会学者・山岸俊男はその著書『日本の「安心」は

なぜ、消えたのか』（山岸、集英社インターナショナル、写真

５）で、その集団主義は、組織との積極的な一体感や忠誠心を

基盤としたものではなく、組織から放り出されては生きてい

けないというリスク回避の集団同調圧力によるものだと看

破した。これを著者は、「安心社会」と呼ぶ。安心社会には、「メ

ンバーがお互いを監視し、何かあったときに制裁を加えるメ

カニズム」が埋め込まれている。「言い換えれば、日本型集団

主義社会とは、社会の仕組みそのものが人々に『安心』を提供

することによって、いちいち他人を『信頼』しなくてもいいよ

うにしてくれる社会」だという。

　日本企業はこの安心社会の文脈のうえに、メンバーシップ

型の雇用システムや現場における「あうん」の関係、系列取

引の構造などを築いてきた。これらは組織間、個人間の取引

コストを低減し、日本企業の強みとなった。しかし、不確実

なグローバル世界に打って出ようとするとき、安心社会のコ

ンテクストが弱みになる可能性はないのか。そんな問いかけ

が必要だろう。

　中根千枝は『タテ社会の人間関係』（中根、講談社現代新

書、写真６）において、日本社会を「タテ社会」と呼んだ。ま

ず、社会集団はその構成要因によって、「資格」（職業、身分、

血縁といった属性の共通性）中心の集団と、「場」（村、会社、

大学といった地域・所属などの枠）中心の集団に分かれる。

日本社会はもちろん後者だ。「場」を強調する社会では、同一

集団内に序列が生まれる。誰でもやればできる、という「能

力平等観」が根強い日本においては、個人の能力には無関係

の生年、入社年、派閥などが序列を決める。変化の兆しはあ

るが、1967年の出版から約50年を経た今も、厳然と組織の

なかには給与、昇進、受けるべき研修まで、年次管理が根強

く残る。私たちは今も、タテ社会に生きている。年齢や入社

年次以外に能力差はないとするタテ社会だからこそ、出世

できないとみじめになる。

　日本社会に成果主義がなじまないのも当然だ。さらに課

題はある。意思決定の基本原則は、情報・能力・権限の一致

である。第一線での個別性が高い仕事、想定外の事態への

対応、専門性が高い仕事は、序列が基本の意思決定シス

テムでは難しい。序列から役割へ。固定から柔軟へ。変化の

時代に組織モデルを適合させられるか、という課題が浮か

び上がる。

、農業中心の均質的、斉一的な

文化を持つ日本人像ではなく、起業家精神に溢れる新しい日

本人像を

資本主義の発展には、現在

の消費のためではなく、将来の救済のために働くというプロ

集団主義は、組織との積極的な一体感や忠誠心を

基盤としたものではなく、組織から放り出されては生きてい

けないというリスク回避の集団同調圧力によるもの

第一線での個別性が高い仕事、想定外の事態への

対応、専門性が高い仕事は、序列が基本の意思決定シス

テムでは難しい。

テスタンティズムの新しい労働価値観が、心理的準備として

必須だった。
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価値観はどのようにして社会に刷り込まれるのか
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　現在にいたる私たちの生活の大きな枠組みは、室町時代

の少し前、南北朝動乱期の14世紀から続くと、網野善彦はそ

の著書『日本の歴史をよみなおす（全）』（網野、ちくま学芸文

庫、写真４）のなかで述べている。たとえば「町」や「村」とい

う単位はこの時期にできたという。

　なかでも注目すべき指摘は、「日本は農業社会」であるとい

うのは誤解とする点である。独特の日本文化を支えているの

は水田を中心とした農業であり、弥生時代以降、江戸時代ま

でそれは続き、産業社会に移行するのは明治時代以降だとす

るのが一般的な認識だ。しかし実際には、貿易業や金融業な

どを農業とともに営む多角的経営をしていた人々が多く存

在した。土地を持たず貧しいとされた農民の多くは、さまざ

まな商売を営んでいたために、土地を持つ必要がなかったと

いうのだ。これらの事実を通じ、農業中心の均質的、斉一的な

文化を持つ日本人像ではなく、起業家精神に溢れる新しい日

本人像を私たちに提示する。

　もし網野の指摘どおり、我々の先祖が兼業、起業、イノベー

ションを厭わぬ機を見るに敏な知恵者だったなら……。私た

ち自身が常に口にする「日本では、日本人には、難しい」とい

う言い分は、直ちに根拠を失うのである。

　人は何のために働くのか。仕事に対する価値観は、歴史的

に見ても、社会環境によって変化してきた。マックス・ヴェー

バーはその著書『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の

精神』（ヴェーバー、岩波文庫、写真３）で、禁欲的なプロテス

タンティズムの倫理こそが勤勉さを生み、近代資本主義の誕

生に貢献してきたと説く。神は救われるものと救われないも

のをあらかじめ定めているという二重予定説は、神から課さ

れた使命（仕事）に専心し、衝動や欲求を厳しく統制する現世

的な「禁欲」を人々にもたらした。資本主義の発展には、現在

の消費のためではなく、将来の救済のために働くというプロ

テスタンティズムの新しい労働価値観が、心理的準備として

必須だった。ところが資本主義が発展すると、神から課され

た使命に応えるという内的動機は消え、利潤という外的動機
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　翻って現代の日本はどうか。物質的豊かさを背景に、多く

の人が自己実現という内的動機づけを重視するようになっ

た。しかし企業は、全員の自己実現を満足させられない。変化

した個人の仕事観と組織的ニーズのミスマッチ問題に、向き

合うときがきている。

　日本という国、あるいは日本企業の「集団主義」を否定する

人は少ない。社会学者・山岸俊男はその著書『日本の「安心」は

なぜ、消えたのか』（山岸、集英社インターナショナル、写真

５）で、その集団主義は、組織との積極的な一体感や忠誠心を

基盤としたものではなく、組織から放り出されては生きてい

けないというリスク回避の集団同調圧力によるものだと看

破した。これを著者は、「安心社会」と呼ぶ。安心社会には、「メ

ンバーがお互いを監視し、何かあったときに制裁を加えるメ

カニズム」が埋め込まれている。「言い換えれば、日本型集団

主義社会とは、社会の仕組みそのものが人々に『安心』を提供

することによって、いちいち他人を『信頼』しなくてもいいよ

うにしてくれる社会」だという。

　日本企業はこの安心社会の文脈のうえに、メンバーシップ

型の雇用システムや現場における「あうん」の関係、系列取

引の構造などを築いてきた。これらは組織間、個人間の取引

コストを低減し、日本企業の強みとなった。しかし、不確実

なグローバル世界に打って出ようとするとき、安心社会のコ

ンテクストが弱みになる可能性はないのか。そんな問いかけ

が必要だろう。

　中根千枝は『タテ社会の人間関係』（中根、講談社現代新

書、写真６）において、日本社会を「タテ社会」と呼んだ。ま

ず、社会集団はその構成要因によって、「資格」（職業、身分、

血縁といった属性の共通性）中心の集団と、「場」（村、会社、

大学といった地域・所属などの枠）中心の集団に分かれる。

日本社会はもちろん後者だ。「場」を強調する社会では、同一

集団内に序列が生まれる。誰でもやればできる、という「能

力平等観」が根強い日本においては、個人の能力には無関係

の生年、入社年、派閥などが序列を決める。変化の兆しはあ

るが、1967年の出版から約50年を経た今も、厳然と組織の

なかには給与、昇進、受けるべき研修まで、年次管理が根強

く残る。私たちは今も、タテ社会に生きている。年齢や入社

年次以外に能力差はないとするタテ社会だからこそ、出世

できないとみじめになる。

　日本社会に成果主義がなじまないのも当然だ。さらに課

題はある。意思決定の基本原則は、情報・能力・権限の一致

である。第一線での個別性が高い仕事、想定外の事態への

対応、専門性が高い仕事は、序列が基本の意思決定シス

テムでは難しい。序列から役割へ。固定から柔軟へ。変化の

時代に組織モデルを適合させられるか、という課題が浮か

び上がる。

、農業中心の均質的、斉一的な

文化を持つ日本人像ではなく、起業家精神に溢れる新しい日

本人像を

資本主義の発展には、現在

の消費のためではなく、将来の救済のために働くというプロ

集団主義は、組織との積極的な一体感や忠誠心を

基盤としたものではなく、組織から放り出されては生きてい

けないというリスク回避の集団同調圧力によるもの

第一線での個別性が高い仕事、想定外の事態への

対応、専門性が高い仕事は、序列が基本の意思決定シス

テムでは難しい。

テスタンティズムの新しい労働価値観が、心理的準備として

必須だった。
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　ノモンハン事件、ミッドウェー作戦など第二次世界大戦

前後の日本軍の失敗の連続を、組織としての日本軍の失敗

としてとらえ直した『失敗の本質』（野中郁次郎ほか、中公文

庫、写真７）は、人事必読の書だ。

　日本軍は、日清戦争、日露戦争の成功体験のせいで、大艦

巨砲主義、白兵銃剣主義から抜け出せなかった。そのため、空

母や戦車などの装備が重視されなかったばかりか、必要な人

材像の見直しも行われなかったのだ。当時、陸軍大学校で

は、記憶力に優れ、意志強固なものが優秀とされた。いった

ん優秀な成績で卒業したものは戦略参謀となり、戦いの結

果にかかわらず温存され、同じ過ちを繰り返した。米国では

変化に素早く対応し、開戦と同時に主要な司令官ポストを、

戦時向けに若返らせたにもかかわらず、だ。

　こうしたエリート選抜主義、そこに始まる人物評価の固

定化、過去の成功体験からくる上部構造の固定化は、現在の

日本企業の課題と重なって見える。組織が同じ失敗を繰り

返さず、変化対応力を有するために何ができるのか。それら

が人事に問われている。

　エーリッヒ・フロムはその著作『自由からの逃走』（フロム、

東京創元社、写真８）の序文で、「本書は近代人の性格構造に

ついての、また心理的要因と社会的要因との交互作用という

問題についての広範囲な研究の一部」と述べている。具体的

には、ナチズムに傾倒していったドイツ社会とそこに生きた

人々の心理の考察であり、その基盤には外界の影響を受けた

無意識の力が、人の心理と行動に大きく影響を与える、とい

うフロイトの理論がある。

　近代以前の欧州の人々は、生まれたときから家族や共同

体といった構造のなかにあった。近代に入り、資本主義の発

達によって「自由」を獲得し始めた。しかしながら、「自由」と

「孤独」は切り離せない。個人、特に中産階級や農民のなかに

は、それまで依拠していた集団からの解放によって、孤立感

や不安に苛まれる人が多く存在した。この状況をフロムは

「自由からの逃走」と呼び、大きな環境変化がドイツ市民の無

意識に作用しヒトラーを称え、喜んで服従するという行動に

駆り立てたと分析した。

　人が備える絆への潜在的欲求が悪い形で現れれば、集団の

同化圧力の暴走につながる。そして、人は無意識への刷り込

みに大きく揺さぶられる。人事は、組織とその規範が働く

人々を縛りつけることの怖さ、縛りつけているからこその

人々の弱さに自覚的であらねばならない。

 『50歳までに「生き生きした老い」を準備する』（ジョージ・

Ｅ・ヴァイラント、ファーストプレス、写真９）の原題は“Aging 

Well”だ。ハーバード大学による、思春期から老年期までの約

800人の生涯にわたる追跡調査から、「幸福な老い」の要因を

導き出した意欲作である。その要因は、遺伝子でも貧富でも

人種でもない。 １ 非喫煙者か若いころに喫煙をやめている

こと、 ２ 成熟した適応的対処方法を獲得していること、 ３ 

アルコール依存症ではないこと、 ４ 健康体重を維持、 ５ 安

定した結婚生活、 ６ 定期的な適度の運動、 ７ 高学歴、という

７つだ。特に ２ が重要で、よき歳の重ね方をしている人は、

人生のうちのコントロールできること・できないことを区別

し、コントロールできることにどう対処・チャレンジするか、

できないことをどう前向きに受容するか、長期的視点で冷静

に行動を変えられる思考行動特性を持つ。彼らは自分で行

動を選択し、それを実行に移している。

　日本人の多くに、キャリア自律は浸透していない。自身の

キャリアを自ら選択（計画）しない限り、満足感の高い歳の

重ね方はできない。70歳まで働く時代のキャリア支援に一

石を投じる１冊である。

　経営思想家ゲイリー・ハメルは、その著書『経営は何をすべ

きか』（ハメル、ダイヤモンド社、写真１０）において、20世紀

型経営の課題を管理型の経営だと指摘し、その時代の終焉を

示している。同時に、グローバルにおける幅広く多様な要因

が経営環境に影響を与え、経営の予測可能性が低下してし

まった。そのなかにあって、資本主義、組織、働き方など根本

的な「経営の常識」を問い直し、未来にも人間にも適した組織

をいかにつくるかを説いた。

　ハメルによれば、これからの経営が重視すべきことは、理念、

イノベーション、適応力、情熱、イデオロギーの５つである。

これらは管理型の経営に求められることとは一線を画す。

　未来型の経営をするには、20世紀型のリーダーたちの背

中を見て学ぶだけでは、到達できない。それらから意図的に

脱却し、新しい習慣を身に付けることが、これからの経営者

の必須条件であることを、人事も理解しておくべきだろう。

エリート選抜主義、そこに始まる人物評価の固

定化、過去の成功体験からくる上部構造の固定化は、現在の

日本企業の課題と重なって見える。

し、コントロールできることにどう対処・チャレンジするか、

人生のうちのコントロールできること・できないことを区別

できないことをどう前向きに受容するか、長期的視点で冷静

ハメルによれば、これからの経営が重視すべきことは、理念、

イノベーション、適応力、情熱、イデオロギーの５つである。

に行動を変えられる思考行動特性を持つ。
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　ノモンハン事件、ミッドウェー作戦など第二次世界大戦

前後の日本軍の失敗の連続を、組織としての日本軍の失敗

としてとらえ直した『失敗の本質』（野中郁次郎ほか、中公文

庫、写真７）は、人事必読の書だ。

　日本軍は、日清戦争、日露戦争の成功体験のせいで、大艦

巨砲主義、白兵銃剣主義から抜け出せなかった。そのため、空

母や戦車などの装備が重視されなかったばかりか、必要な人

材像の見直しも行われなかったのだ。当時、陸軍大学校で

は、記憶力に優れ、意志強固なものが優秀とされた。いった

ん優秀な成績で卒業したものは戦略参謀となり、戦いの結

果にかかわらず温存され、同じ過ちを繰り返した。米国では

変化に素早く対応し、開戦と同時に主要な司令官ポストを、

戦時向けに若返らせたにもかかわらず、だ。

　こうしたエリート選抜主義、そこに始まる人物評価の固

定化、過去の成功体験からくる上部構造の固定化は、現在の

日本企業の課題と重なって見える。組織が同じ失敗を繰り

返さず、変化対応力を有するために何ができるのか。それら

が人事に問われている。

　エーリッヒ・フロムはその著作『自由からの逃走』（フロム、

東京創元社、写真８）の序文で、「本書は近代人の性格構造に

ついての、また心理的要因と社会的要因との交互作用という

問題についての広範囲な研究の一部」と述べている。具体的

には、ナチズムに傾倒していったドイツ社会とそこに生きた

人々の心理の考察であり、その基盤には外界の影響を受けた

無意識の力が、人の心理と行動に大きく影響を与える、とい

うフロイトの理論がある。

　近代以前の欧州の人々は、生まれたときから家族や共同
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広瀬：『文明の生態史観』も、グロー

バル対応の枠組みを見直すきっかけ

になりました。封建主義を経験した

第一地域である日本や西欧と異な

り、第二地域の国々では専制君主制

をとってきた。第一地域で能力を発

揮したリーダーに、第二地域のリー

ダーを任せられるのかと、これまで

のありように疑問を持ちました。

高橋：封建主義には分権制という側

面があり、分権制において重要なの

は部下に任せるということです。こ

こからいえることの１つは、異論を

切って捨てるようなリーダーは、日本

のリーダーとしては失格だというこ

とです。封建主義を経験してきた日

本ならではのリーダー像とは何か、

あらためて考えるべきでしょう。

田村：そういう意味では、『失敗の

本質』で描かれたリーダー像は封建

主義のリーダー像とはまったく違い

ます。異論には耳を傾けず、間違っ

た意思決定を繰り返します。これを

読むと、リーダーの選抜や育成に大

きな問題があったと思えてなりませ

ん。陸軍大学校で成績がいちばん

だった人がエリートとして扱われ、

たとえ失敗したとしても次の重要な

作戦も任されてきたわけです。

高橋：これを私は、「人物評価の固定

化」と呼んでいます。陸軍における

優秀ということの基準は、「意志強固

で記憶力に長けた人」でした。言い

換えれば、過去の蓄積に詳しく、変

化しない人です。そういう人に組織を

任せることの問題は大きかったのだ

と思います。『タテ社会の人間関係』

で、日本は「場」における「縦」の

序列を重視することに言及していま

すが、いまだに “優秀” なサラリーマ

ンが組織のリーダーになっていく構

造があります。営業や事務業務で優

秀な成果を出せることと、リーダー

としての能力があることとはまった

く別なのにもかかわらず、です。こ

れらはすべて、タテ社会における

リーダー選抜の大きな問題です。

広瀬：私たちは、リーダーのポジショ

ンを下の階層で出した成果の見返り

としてとらえるのではなく、リーダー

はどんな役割を担い、どんな能力を

持った人であるべきかを考える必要

があります。その意味でも『経営は

何をすべきか』は興味深かったです。

高橋：この本では、今、経営に求め

られるものは、理念、イノベーション、

適応力、情熱、イデオロギーだといっ

ています。リーダー人材の選抜や育

成においても、我が社はどんな会社

を目指し、リーダーは何をすべきか、

という原点に立ち返るべきです。皆

さんは、リーダーに何を求めますか。

田村：私が一貫して感じてきたこと

は「統合」の重要性でした。少なく

とも 20 世紀は、リーダーも経営も

従業員や顧客の「コントロール」に

腐心してきたのだと思います。コン

トロールとは、課題や矛盾に対して

優先順位を付ける、取捨選択すると

いう手法で解決すること。そうでは

なくてプラスとマイナス、できるこ

ととできない（と思っている）こと

を統合して、よりよい道を探してい

く力が重要だと考えました。

高橋：株主利益と顧客満足のどちら

に優先順位を付けるか、という議論

は陳腐です。それぞれの立場に固執

すれば、意見も得られる利益も違う。

しかし別の角度から見ることによっ

て、それらを一致させる。その角度

を見出す力が統合の力でしょう。

田村：相反するＡとＢを統合するこ

とによって、Ｃという価値が生まれ

る。誰もが信用できる確固たるもの

がないなかで、ＡかＢかと争ってい

た人たちに対してＣという方針を示

して共感を得るには、リーダーには

「物語力」が求められてきますね。

広瀬：『経営は何をすべきか』のな

かに、結局一人ひとりが自分のやり

たいことを、情熱を持ってすること

が最終的な成果につながる、とあり

ました。それもリーダーの統合の力

いかんです。皆個性があって、やり

たいことも違う。だから、全員の個

性を活かし、希望をかなえるのは難

　議論のテーマは「グローバルリー

ダーをいかに選抜・育成するのか」。

これは、今や重要な人事課題だが、確

たる手法は見つかっていない。一般

的に言えば、リーダー選抜と育成の

施策を決定するにあたって、その基

盤となるのは、自社の戦略および文

化だ。これに経営学や心理学の見地

からの検討を加え、他社事例を確認

して施策の概要が決まる。では、10

の世界観の学びは、人事プロフェッ

ショナルたちにどのような影響を

与えたのだろうか（文中敬称略）。

高橋：まずは、皆さんが 10 の世界

観を学んだ今、グローバルリーダー

の育成や選抜というテーマにおい

て、再発見したこと、再考すべきこ

とを挙げていただけますか。

森原：１つは、『DNA でたどる日本

人 10 万年の旅』によって知った、

日本人が実は多様性に富み、受容性

が高い、という事実です。日本人が

海の向こうからやってくる人々を受

け入れ、新しい技術を取り入れ続

けた人々であるということ。文化

的にも言語的にも多重的に蓄積さ

れて今の日本があるということ。全

員が単一民族の同質性を持っている

という前提を問い直すべきだと突き

つけられた気がします。

グローバルリーダーをいかに選抜・育成するのか
【Subject】

「ゼミナール 組織人事の世界観」に参加した３人の人事プロフェッショナルに、10冊を通読した今、人事課題に向
き合うにあたっての思考の変化を振り返ってもらった。ナビゲーターは高橋俊介氏にお願いした。

博報堂　人材開発戦略室キャリアデザイン
グループ　グループマネージャー

田村寿浩氏
サントリーホールディングス
人事本部　課長

森原征司氏

味の素　人事部人事グループ　専任部長

広瀬 健氏 高橋俊介氏

の世界観を基盤に人事課題を再考する

日本人に対する
前提が覆った

矛盾を「統合」する力を
いかに養うか
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　10の世界観をあらためて構造化す

ると、上記の図のように整理できる

だろう。まず、世界や人類の歴史の全

体像を知り、人の営みの枠組みと動

きを把握すべきだ。次に、世界のなか

にあって、日本の社会や組織は何が

特徴的なのかを理解する。そのうえ

で人とはどうあるべきか、どうあり

たいものか、また、人を組織し経営す

るとはどういうことかを考えたい。

高橋氏は、「フランスの数学者、アダ

マールとポアンカレは、どんな持論

もそれまでに広げてきた思考・視野

の範囲を超えたものにはならない、

という言葉を残しました。まずは視

点を組織人事の中核から広げること

が重要です」と、多様な領域の良書に

触れることの意味を話す。

　もちろん、10の世界観から、簡単に

方程式のように１つの解が導き出さ

れるわけではない。「ゼミナール 組

織人事の世界観」では、毎回、参加者

（人事）が１冊の課題図書を読んで

集まり、各人の印象に残った部分を

発表し合い、その後の対話から人事

として重要な視点を導き出した。回

を追うごとに、ほかの書籍からの学

びとの関連性や矛盾についての発見

も増え、それも議論した。「そこから

内省の時間を経て、仮説となる基盤

的持論がぼんやりと形になる。その

仮説をさらなる学びと実践の繰り

返しによって時間をかけて固めて

いくことが必要です」（高橋氏）

　参加した人事の多くが、「１人では

読み進められなかった」と言った。

人事の未来を語る仲間をつくるため

に、読書会という方法を実践するの

もおすすめである。

しい。それでも納得・共感して、力

を発揮してもらって、その力を統合

していく。単に１つの価値観を全員

に刷り込んで、同じ方向についてこ

させる、といった『自由からの逃走』

の世界観とは違って、それぞれの矛

盾を理解したうえで一段視座を上げ

ることがリーダーには必要でしょう。

森原：だとするとやはり、リーダー

が、同調圧力の強い「安心社会」の

くびきからいかに逃れるか、という

問題が大きいと私は思います。

高橋：確かにそうです。あるグロー

バル企業でリーダーシッププログラ

ムの開発をしたときに、日本人の

リーダーに際立って足りないのは

「ブレない軸」だとわかったそうで

す。そのため、徹底的に「あなたの

やりたいことは何か」「あなたの軸

になる考えとは何か」ということを

突き詰めたといいます。なぜブレな

い軸が形成されないのか。それは、

やはり安心社会で意思決定を繰り返

してきたからでしょう。

森原：なるほど。周りに合わせるこ

とを常に求められ、自分の意見や振

る舞いを変える。だからブレる。

田村：軸がブレないということは、

単に頑固なのではなく、利害関係が

一致しない多様な人の意見を聞いた

うえで、軸に照らして合意できると

ころを探す、ということですね。

高橋：ここで１つの問いです。今後、

ビジネスの主戦場は間違いなく第二

地域です。それも、アジアよりももっ

と距離的、文化的にも離れた中東、

南米、アフリカです。これらの地域

は、安心社会でもないし、欧米のよ

うに、相手が信頼に値するかどうか

を見抜こうとし、信頼に値すれば契

約を交わすという「信頼社会」とも

いえない地域です。専制君主が強権

的に治めていたところに戦争が起こ

り、国が倒れて別の支配者が現れて

……という歴史を繰り返してきたた

め、信頼や安心が社会の前提になっ

ていない。そんな社会で活躍できる

リーダーをどう選抜・育成しますか。

広瀬：海外で成果を出した人材を、

また次の地域へ。そういう育て方だ

けでは確かに限界があるでしょう。

高橋：ある経営者が、人を成長させ

ようとするなら、その人の仕事に矛

盾を埋め込む、と言っていました。

同調圧力の強い安心社会では矛盾は

生まれにくいのですが、一歩外に出

れば世界は矛盾だらけです。そうい

う状況下で戦えるように、自動車業

界を例にとれば、車種別での小型車

事業の責任者に、地域では欧州の責

任者も任せる。すると、世界で伸ば

したい小型車と、欧州で今伸ばせる

車種が異なる、というような矛盾に

向き合わざるを得ないのです。

田村：無数にある可能性のなかで迷

い、悩めば悩むほど矛盾にぶつかる

のですが、最後は自分の軸に戻って

決断をする。だからこそ、ブレない

軸が重要になるんですね。

森原：まさに、このゼミナールに参

加して感じたことですが、それぞれ

の本の主張は、時に微妙に異なり、

それに自分なりにどう納得するべき

か悩みました。リーダー育成も同じ

で、矛盾に満ちたなかでそれを乗り

越えることによって、徐々に軸がブ

レなくなるのだと思います。

田村：『失敗の本質』に描かれてい

たような基準でリーダーを選び、固

定化させてはならない、と。

高橋：成長の軌跡を見て、その人が

変化への対応の前提としてのブレな

い軸を育んできたかどうか、これを

問わなくてはいけませんね。

紹介してきた10の世界観
幅広い書物からの学び
法を総括する。

観は、大きくは４つに括ることができる。
学びによって、人事の基盤的持論を形成する方

観
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●世界の枠組みを
　知る

●日本の社会や
　組織の特徴を知る

●経営とは
　どうあるべきかを考える

●人はどうありたい
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ハイヤードライバー

中村壽男
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 　世界に冠たる観光都市・京都でハ

ンドルを握って35年。中村壽男氏は、

タクシー会社MKで、「ファーストハ

イヤー」という要人担当車両の乗務

員として名を馳せる。世界各国の政

財界VIP、ハリウッドスターたちか

らの指名が絶えず、時に「日本一予約

の取りにくいドライバー」と称され

るほどだ。中村氏はお客さまをご案

内することを「お供する」と表現する。

その言葉に込められたプロフェッシ

ョナリズムを探る。

      聞き手＝石原直子（本誌編集長）

――現在のご活躍からすると意外で

すが、中村さんは、最初から志を持

ってドライバーになられたわけでは

ないそうですね。

　実は、継ぐつもりで携わっていた

家業が傾き、短期間でお金を稼がな

くてはならない事情があったのです。

車の運転には自信がありましたし、

たまたま目にしたMKの「高給優遇」

という新聞広告に惹かれて、この道

に入ったのは29歳のときでした。

　なまじ業界のことを知らず、ここ

で頑張っていれば道が開けるかもし

れないと、素直に仕事に臨んだのが

よかったように思います。乗務員に

対する MK の教育は厳しくて、たと

えば、気持ちのいい「はい」を言える

まで訓練を繰り返したりする。なか

には「ばからしい」と辞めていく人も

いましたが、私にとっては、やるこ

と見ることすべてが新鮮で。お客さ

まにどう向き合うか、その哲学のよ

うなものは、私が更地だったから真

っ直ぐに入ったのでしょう。

――入社して間もなく観光部に配属

となり、10年後に海外語学研修にも

参加されるなど、順調にキャリアを

積んでこられました。

　まだタクシーやハイヤーで観光を

するというシステムが確立されてい

なかった時代に、MK で観光部が新

設されることになり、先輩が「試験を

受けてみないか」と勧めてくれたの

です。ベテランに交じって、運良く

合格してしまって（笑）。英語習得の

ためにイギリスの語学学校に行かせ

てもらったのは1992年です。業界の

取り組みとしては早かったし、これ

も１期生。本当に、私は機会に恵ま

れてきたと思いますね。

　初めてお供した外国のお客さまは

フランスの政府要人でした。急に回

ってきた仕事だったので、私は緊張

して臨んだのですが、結果気に入っ

ていただいて、再訪日の際にも「中村

で」と呼んでくださった。ご指名や

ご紹介を受ける喜びを早くに知り、

私は褒められることで育てられたの

ネクスト・ワンの心持ちで、

毎日楽しんでいるうちに35年

Text ＝ 内田丘子　　Photo ＝ 和久六蔵

1952年生まれ。MKのハイヤー課に所属。
高度な運転技術と卓越した「おもてなし」で、
国内外問わず多くのVIPを魅了している。
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かもしれません。

    サービスの評価は
    お客さまがするもの

――たとえば、手描きの地図を

作成するなど、お客さまを喜ば

せるための工夫をたくさんされ

ています。それらは、ご自分で

考えるのですか？

　そうです。お供するまでに、

できる限りの準備はするように

努めています。英語の勉強を続

けてきたとはいえ、当初は海外

のお客さまを案内するには拙
つたな

さ

があったので、せめて回ったル

ートはわかりやすいようにと、

文字や絵に残すようにしました。

手描きの地図に、拝観したお寺、

食事をしたお店など、お客さま

がお食事をされている間に描き

足したりして、当日のルートを

完璧に再現して、お渡しする。こ

れは、続けて30年以上経ちます。

　お客さまがハリウッドスター

であれば、事前に出演映画は観

ますし、当日、私の携帯電話の着

信音を映画の主題曲にしておく

こともあります。万が一鳴った

とき、喜んでいただけるのでは

ないかと思って。

　そんな具合に、毎晩寝る前の

数時間を準備や情報収集に充て

ています。本番で、それらがわ

ずかでも役に立てばいいのです。

――サービスを極めるのは本当

に大変なことですね。

　日に２件以上のご指名がある

ときなどは労力もかかりますが、

苦に感じたことはありません。

とにかく楽しいのです。

　ただ、気をつけているのは、

独りよがりのサービスにならな

いということ。観光タクシーの

場合、ドライバーは得てして知

識を長々と披露しがちですが、

それがお客さまの満足につなが

っているかどうか、考えなけれ

ばいけない。またコースについ

ても、内心で「観光にもっとい

い場所があるのに」と思っても、

お客さまがそれを希望されるの

なら、決して出しゃばってはい

けません。サービスの評価はお

客さまがするものです。それを

はき違えないよう、お客さま一

人ひとりと向き合うことを、常

に肝に銘じています。

    いちばん怖いのは 
    慣れてしまうこと

――中村さんにとって、この仕

事の喜び、醍醐味とは何ですか。

　ハイヤードライバーをしてい

なければお会いできないような

方々と、同じ空間、時間を共有

できることでしょうか。とくに

印象に残っているのは、スティ

ーブ・ジョブズ氏を龍安寺の石

庭にお連れしたとき。ずいぶん
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感銘を受けられたご様子でした。そ

ういう “ とき ” をご一緒できるのは

尊い経験です。そして、お客さまの

お供を無事に終えたときの達成感は

何ともいえません。「楽しかった」と

満足なお顔で帰っていただけたら、

疲れなど吹っ飛びます。

　以前、お客さまから「世界中を回

って多くの素晴らしい景色を見てき

たけれど、人がいちばん美しいのは

日本だ」と言われたことがあります。

日本のホスピタリティはまだまだ向

上できる、私はそう信じています。

――「まだまだ」という言葉は、中村

さんのご著書のなかにも出てきます。

完全ではない、まだ進化できると思

い続けていらっしゃるのですね。

　長くやっていて、いちばん怖いの

は慣れてしまうこと。経験から身に

ついたテクニックに頼ってしまうと

失敗します。どこまで自分がお客さ

まの立場になれるか、心を向けられ

るか。本当に必要なのはそれだけで

す。だから完成はない。チャップリ

ンは、「あなたのベスト作品は？」と

聞かれたときに「ネクスト・ワン」と

答えたそうですが、私もそういう心

持ちでいたいのです。

　視野を広げれば、タクシー業界は

サービスの世界においてまだまだ後

進的です。私はその底上げにも貢献

したいですし、運転技術に自信を持

てる限り、お客さまのご要望のため

に全力疾走できる体力がある限り、

この仕事を続けていきたいですね。

日本のホスピタリティは、まだまだいける

龍安寺の石庭には、もう4500

回はお客さまをご案内している

のだという。どの位置から見ても

15ある石のうち１つは見えない

という通説を引いて、「お寺のな

かにあるミニチュアの石庭を上

から覗き込めば、全部見えるので

すよ。生きているうちにはすべて

は見えない。亡くなって天から見

たときに、初めてすべてが見える

ようになる、という意味だと私は

思っているのです」と言う。

だからこそ、これまでにお供を

したなかではこれが一番、とどれ

かを理想形に位置づける心境に

はならないのだそうだ。今の自

分にはまだ、見えないはずだし、

わかっていないはずだと思うの

だという。

毎朝、緊張しながらその日のお

客さまをお迎えに上がり、最後に

車から降ろしたときにようやくほ

っとして、また翌日に備える。こ

の繰り返しの日々を、今なお中村

さんが過ごしておられるという事

実こそが、この方のサービスが人

を魅了し続ける真の理由だろう。

どこまでも柔和な表情で険しい

道を進んでおられる中村さんの、

可愛らしい手描きの地図を私も

いただくべく、近い将来に京都を

再訪することを決意した。

After Interview
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かく目りしていくと、業務ྔ

が際限なく૿えてしまいます。

　実は、外اܥࢿ業においてϚ

ネジャーの労ಇ時間が一ൠ的

に長時間になるのは、άϩーバ

ルのなかでも日本だけです。

おそらくݪҼは、「日本のお客

さまの高いクΦリティをٻめる

。」でしょう࢟

　たとえば、ਂ でも日でも

お客さまから連བྷを受ければ、

がࣦわれたといわػ0+5　

れる日本ۀا。人事としては、

Ϛωδャーにはਅに部Լҭ

成にき߹ってほしいが、ۀ

ୡ成をෛうϚωδャーは、

ଟさΏえ、なかなかҭ成に時

間がׂけない࣮も͋る。この

δϨンϚにରして、人事は何が

できるのか。「部Լҭ成もཧ

৬のॏ要な仕事」と言いるά

ラクι・スϛスクライン（ҎԼ、

(4K）のํ࢛Ώかり氏と、Ψリ

バーインターナショナル（ҎԼ、

Ψリバー）のԬཽ一氏とのର

から、そのޱࢳを探っていく。

��������������������������������������

ɿϚネジャーの部Լ育成にํ࢛

ؔして、いちばんの՝題だと感

じているのは、やはりϚネジャ

ーにかかるෛՙのେきさですね。

プϨインάϚネジャーとしてઓ

いながら、ϝンバーにもきめࡉ

Text ＝ ށ༑子　　Photo ＝ ฏࢁ ་

のʮδϨンϚʯ߸ࠓ

Ϛωδϟʔʹ
ୡͷ͋Γʷ෦Լҭʹ͋Γۀ

࢛
Α 

ํΏ͔Γࢯ� άϥΫιɾスϛスΫϥΠϯ
ਓࡒ୲औక

ؠҪ、θωϥϧΤϨΫτϦοΫۈをܦて、"I6อݥձ
ࣾਓࣄ୲ࣥߦһ、ຊϚイΫϩιϑτࣥߦਓࣄຊ෦
をྺ。2�11年͔Βݱ৬。

ԬཽҰࢯ� ΨϦόーΠϯλーφγϣφϧ
)3ຊ෦ )3νーϜϦーμー

2���年৽ଔೖࣾ。ࢧళ、Ճໍళ4V、ෳの৽ཱۀࣄن
্ͪ͛をܦて、2�1�年ΑΓݱ৬。ਓࣄ෦શൠを౷ׅ。
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日本のӦ業はすぐにコールバックし

ます。お客さまもそれが当વと思っ

ているઅがありますが、ถ国ではそ

んな時間に௨じなくて当たり前、と

օ思っています。ސ客にいる部

Լをࢧえるため、Ϛネジャーもன

わず臨ઓଶです。お客さまから

の期の高さが日本の品やサー

ビスのクΦリティをࢧえている໘、

人のワークライフバランスにしわݸ

。せがいってしまう現実もありますد

　このなかで部Լ育成のをෛい

なさい、というのはなかなか厳しい

というのもཧղできます。

Ԭɿ確かに、「部Լの育成の時間を

取れ」とݸ々のϚネジャーの自ॿ努

力にૌえるだけではしい。ಛに

զ々のような業ଶは品の違いでは

なく、ސ客となるӦ業がఏ供す

るサービスの࣭でࠩผԽを図るしか

ありません。࠾༻した人すべてを強

いӦ業に育てようと思ったら、上࢘

にせるだけでなく、人事からの一

ఆのサϙートも必要だと思います。

 務ୡ成と部Լҭ成はۀ
ってもりせない

ɿ(4Kํ࢛ でも、上࢘だけにせる

のではなく全ࣾで育成をࢧԉしてい

ます。ただ、Ϛネジャーの役ׂఆٛ

のなかに、部Լ育成がຒめࠐまれて

いるのも事実。Ϛネジャーの役ׂと

は、チームとして期される業を

達成すること。༩えられる目ඪは決

して楽なものではなく、自分１人の

力には限界があります。目ඪ達成の

ためには、チームϝンバーの力を࠷

େ限にҾき出していかなくてはなり

ません。ϝンバーのϞチベーション

を高めたり、一人ひとりの成長をࢧ

ԉしていくことが、結果的にチーム

のύフΥーϚンスにつながる。つま

り、部Լ育成と業達成はผݸにଘ

する業務ではなく、Ϛネジャーとࡏ

しての໋を果たすためにܽかせな

い一続きの仕事なのです。

　そのために(4Kでは、ݪଇとして

業達成に必要なώト・Ϟϊ・Χネ

のリιースは、事業を行するϚネジ

ャーが持っています。もちΖんすべ

てを思い௨りにできるわけではあり

ませんが、自分のチームにؔしては、

人事ݖを行することもできます。

Ԭɿ当ࣾもཧ৬に対して、ୈ一

に業をٻめるは同様です。ސ客

満足やコンプライΞンスの९क、あ

るいは店長なら自分と同じ店長クラ

スの人ࡐをどれだけ育てたかという

同ҐϨイヤーの輩出など、評価߲目

はいΖいΖあるのですが、やはり࠷

もॏ要なのは業達成合いです。

苦しいબですが、部Լ育成に手が

回らなかったとしても、業の達成

合いに対して評価します。

　ただし、当ࣾの場合は人事ݖを現

場に渡しておらず、事業ྖҬの֦େ、

ൢചチャネルの多様Խ、さらにはઓ

ུ的に急ピッチで出店を進めてい

ることなどから、あるఔ中ԝ集ݖ

的に、人ࡐϚネジϝントをする必要

育成をマネジャーの
自助努力に訴えるだけではなく、
全員で育てきる。
木岡竜一 氏

部下育成と業績達成は、
マネジャーの使命を果たすための
一続きの仕事
四方ゆかり 氏
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ஙにؔ心がある人もいるなか

で、ϝンバー一人ひとりに目を

ることができるのは、やはり

人に強いؔ心があるからこそ

だと思います。

Ԭɿ部Լを育成できる人ࡐは

Ϛϝな人ࡐが多く、当ࣾでもそ

ういうࣾ員から新たな店長ީิ

が生まれています。必要なタイ

ϛンάで໘ஊをしたり、ϝンバ

ーそれͧれに合わせた目ඪ設ఆ

をしたり、ඇ常にこまやかな対

Ԡをしています。

ɿそうしたことができるかํ࢛

できないかは、実際にやってみ

なければわかりませんよね。そ

こで、私は人事として、どんな

人であっても「まずはやってみ

よう」というϝッηージをૹっ

ています。実際にやってみたら

ҙ外に向いていた、というέー

スもありますから。

があるのです。

　そのためのಛ的な仕組みと

して、ひとつにはྈ੍を備し

ています。新ଔ入ࣾ後２年間は

全員がྈにॅみ、ࣾ 会人として

のج本を学びながら、先輩スタッ

フであるྈ長のもと、さま͟ま

な׆ಈにै事します。これによ

って、「Ψリバーイズム」のਁಁ

を図ることを目的にしています。

　もうひとつは「寺子੍」と

呼ばれるもので、店長以外はす

べて新ଔࣾ員でߏ成される店ฮ

をஔしています。新入ࣾ員で

あっても、自分で考えて自分で

՝題をղ決していかなくてはな

らないので、成長スピードがۃ

めてくなります。

を育てる、あࡐɿ全ࣾで人ํ࢛

るछの「強い文Խ」ですよね。

　もう１つେなのは、「దࡐ

ద所」ではないでしょうか。Ϛ

ネジャーの仕事には、人ࡐ育成

が必વ的にؚまれます。ただ、

それが得ҙな人と、そうでない

人がいるのも確かです。

　人を育てたり、人に走する

ことが苦手な人が、無ཧやりϚ

ネジャーになる必要はない。

ઐ分野のΤΩスύートとし

て貢献してもらえるなら、その

人も会ࣾにとってوॏなଘࡏ

なのです。実際、チームをい

ていないΤΩスύートもࣾ内

の尊ܟを集めていますし、దਖ਼

に評価され、৬Ґや給༩が上が

る仕組みもっています。

　そもそもϚネジャーのϙジ

ションの数には当વ限りがあ

りますし、苦手な人に無ཧ強い

してもチームがΨタΨタにな

ってしまいます。やはり人を

育てるのが得ҙな人、きな人

にϚネジャーになってもらう

΄うが、部Լ育成にも真に向

き合えるはずです。

人にؔ৺を持てることが 
ྑいཧ৬のୈ一า

Ԭɿ多様な人ࡐがいるなかで、

どんな人がཧ৬に向いてい

ると思われますか。

࢛ ɿํ「人にؔ心がある」人だと

思います。テクϊϩジーにؔ

心がある人や、ސ客とのؔߏ
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　実は私自身も、決して人を育てる

ことが得ҙとは思いません。でも、

得ҙではないからこそ、自分の成長

にとって、いわばम業の場。たとえ

ば3�0評価で、自分では思っても

いなかったフィードバックを受けた

ときにはਖ਼直ムッとすることもあ

りますが（笑）、自分がҙ図していな

くても、पғからはそう受けࢭめら

れているという事実にมわりはあり

ません。ならば、自分の行ಈをどう

มえていけばいいのかを真に考

えて努力します。

　子育てを௨じてが成長していく

のと同じように、いいϚネジャーを

目指すことは、وॏな成長のチャン

スだと感じています。そうした成長

実感をཧ৬が持てるような、さま

͟まな仕組みを༻ҙするのも人事の

役ׂだと思いますね。

現をり、ݸ人をݟて 
こまかなサϙートをఏ供

Ԭɿ確かにそうですね。当ࣾでも

ཧ৬やそのީิऀには、成長の機

会を༩えています。

　たとえばྈ長の経験は、店長にな

る前のトϨーニンά期間のようなも

のです。ྈには毎िのように՝題が

༩えられますので、ྈ会を開いて、

ྈ生がڠ力して՝題ղ決に取り組ん

でいかなくてはなりません。ྈ長は、

その運Ӧを௨じてさま͟まなϚネジ

ϝントの経験をੵんでいくことにな

ります。うちの場合は、ྈ੍は

རް生ではなく人ࡐ育成のॏ要なπ

ールというҐஔͮけなので、人事部

内にはྈの運Ӧのためのا画チーム

がわ͟わ͟設けてある΄どです。

　また、寺子੍の新ଔଐ店ฮ

の店長は、店長の࣍の役৬であるϚ

ネジャーީิऀからબんでいる場

合があります。新ଔଐ店ฮでは

ϝンバー一人ひとりにదなΞサ

インとサϙートが必要になるため、

店長のෛ୲はۃめてॏいのですが、

この経験がϚネジャー༧備܉とし

ての成長の場になっています。

　人事としては、現場のཧ৬が何

にࠔっているのか、人事໘での՝題

は何か、など、現場のਂいཧղがॏ

要です。人事部のϝンバーもօ、店

ฮでの経験がありますから、あるఔ

現場感֮を持っていますし、事業

長をはじめとして֤事業の現場と

සൟにやり取りしています。

々のཧ৬に対してݸɿ人事がํ࢛

何が足りないのかを見ۃめて、きめ

ԉしていくことはಛにେࢧかくࡉ

ですね。たとえばϝンターをつけて

みることをお勧めしたり、コーチン

άスΩルなどをຏけるトϨーニンά

の機会をఏ供するなど、さま͟まな

ผにサϙーݸ、を組み合わせてࡦࢪ

トしています。そして、େ事なこと

は、「ཧ৬の役ׂをきちんと決め

きること」だと思います。

　人間は୭しも、あるఔ経験をੵ

んでくると、この経験を୭かのため

に役立てたい、後進にえていきた

いという思いが、ժ生えてくるもの

ではないでしょうか。その思いを実

現する術をϚスターできていないൃ

ల్上のཧ৬はたくさんいます。

人事としては、地道に൴ら一人ひと

りをサϙートし続けていくしかない

のではないでしょうか。



研修施設を新設し、
育成に10億円を投じます。

いちばん後ろの人にも見えるよう、
普段の2倍くらいの大きなジェスチャーを
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声が届いているかを確認
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１分400文字程度のナチュラルスピードで

原稿を想い描き「。」で視線を移す

会場全体の一人ひとりと対話するイメージで、ジグザグに視線を送る
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　入ࣾࣜでのѫࡰ、新੍ಋ入

のためのઆ໌会など、人事は人

前で話す機会が多い。しかし、

ϝッηージをಧけさえすればい

いスピーチとはҟなり、プϨθ

ンテーションの目的は “ 人をಈ

かす ” ことにある。会ࣾઆ໌会

における“人をಈかす”とは、当

વ、Ԡืしてもらうこと。その

ためには、内༰はもちΖんେ事

だが、え方にが必ਢだ。

　また、このέースではこれま

でに࠾༻したことのないタイプ

の*T人ࡐが対象である。Ҿく手

あまたの൴らは、会ࣾを品ఆめ

するスタンスで臨んでくるし、

感ੑも独ಛだ。௨常の会ࣾઆ໌

会で話す૬手よりは手強い૬手

といえるだΖう。൴らを “ ಈか

す ” には、どんな “ え方 ” をす

ればいいのか。 ϙイントとなる

のは࣍の̏だ。

　聞き手のڵ味・ؔ৺をɹ
ɹ持続させる工夫とは？

　日本プϨθンテーション教育

氏によれば、「人ݪ会のڠ

は࠷初の̏分でおもしΖそうな

話かどうかをஅしてしまう」

という。開̏࢝分で惹きつける

ことができなければそのプϨθ

ンはෛけなのだ。طにԼௐべし

ている聞き手に対し、Φーιド

ックスに会ࣾ֓要から話し࢝め

たのでは、૬手は「聞く価が

ない」と感じてしまう。こうな

ると終൫にॏ要な話題をもって

きても、もはやૌえる力はない。

　そのため、಄には、手持ち

のトピックスのなかから「૬手

が知りたいこと」「૬手が知らな

いこと」をબぶ。たとえば、࠾༻

のنや人ࡐ育成ֹࢿとその

内༰などは、ࠓ回の場合のಋ入

としては࠷దだΖう。

　１対多のプϨθンでは、コϛ

ϡニέーションが一方௨行にな

り、聞き手をୀ۶させてしまい

がちだ。「しかし、“ 考える ” と

いう作業をࠩしڬめば集中力を

持続させることができます。そ

のために有ޮなのが࣭です」

　たとえば、「զ々がࠓ、あえて

ະ知のྖҬに進出するཧ༝は何

だと思いますか？（一呼ٵ）それ

をこれからղઆしましょう」と

いった前後答という手๏があ

ʯܕのʮ߸ࠓ

Text ＝ ҏ౻ܟଠ

“ ͑Δ ” ٕज़Ͱ
ͲΜͳ૬खΛಈ͔͢

②質問を効果的に使え

①開始3分で聴衆を巻き込め
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最初は、遠いところの人を見て、
声が届いているかを確認

数字、キーワードはゆっくり大きな声で
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ݪ�ࢯ
/JTIJIBSB� 5BLFTIJ@ຊϓϨθϯςーγϣϯڭҭ
ஶॻにh。ࣄձදཧڠ ͙るͬとʂ�ϓϨθϯ ʢɦ͢
るࣷʣなͲ͕͋る。
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る。࣭ をげかけて一呼ٵஔくこ

とで、聞くだけの୯ௐなリズムをม

えることができる。

　 かい配ྀでɹɹɹɹɹɹࡉ
ɹプϨθンの࣭を্͛る

　聞き手のؔ心や集中力をҡ持し、

プϨθンの内༰をよりޮ果的にえ

るためには、や目ઢ、身ৼりの

ྀもܽかせない。とくに、聞き手

のؔ心を持続させるためにॏ要に

なる߲目は上の図にࣔした௨り。

このうち視ઢをಈかしながら話す

ことは、自分のプϨθンを聞いても

らえているかどうかをその確ೝ

するҙຯももつ。

　もちΖん慣れた人であれば、え

る技術は知識としてインプットは

されているはず。ただし、すべてを

完璧に実ફできている人はكだと

ݪ氏は指ఠする。「୭にも自分で

は気ͮいていないบがあるものです。

たとえば、文の్中でผの人と視

ઢをҠすプϨθンターはҙ外に多

いのですが、中్なタイϛンά

で視ઢを外された聞き手は違和感

を֮えます。視ઢは一文ごとにҠす

のがਖ਼ղ。このようなࡉかいまで

気をると、プϨθンの࣭はぐんと

高まります」

　また、会ࣾが新しい事業にઓす

ることを印象ͮけたい場合には、ै

དྷのように演の後Ζに立つのでは

なく、「ஃ上をาきながら話す」とい

ったスタイルを試すのも有ޮだ。

　こうした “ える ” 技術を׆༻し、

さらにそこにҙがՃわれば人をಈ

かすことがՄになる。

③声や目線、身振りにも気を配れ
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“正しさ”の認識が、少なからず

これに影響を与えている。

　米国の生理学者ベンジャミ

ン・リベットによる、人間の自

由意志のありようを調べるため

の有名な実験がある。イスに座

った被験者に対し、好きなタイ

ミングで手を動かすよう命じる。

そのとき、意識していることは、

手を動かそうとする「意図」と、

実際に手が動いた「知覚」だ。一

方、脳の無意識レベルでは、手

を動かすための「準備」と、実際

に動かすための「指令」がなされ

ている。「この４つが時系列で

機能して手が動きます。どんな

順序でこれらが起こっているか、

と問うと、多くの人は、自分で

動かそうと意図し、脳がそれを

受けて準備して指令し、動いた

と実感する、と答えます。しか

し、実は私たちが手を動かそう

と意図する0.5〜１秒前に脳の

無意識レベルでは動かす準備を

始めている。自由意志などない

　社内から斬新な意見が出てこ

ない。人事パーソンや現場のマ

ネジャーから、そんな声を頻繁

に聞く。アイデアを “ 誰 ” がつ

ぶしているのか。それはヒエラ

ルキー型の組織や多様性の少な

い職場などさまざまな要因があ

ろうが、今回は脳研究的なアプ

ローチから原因を探ってみた。

　まずは、生物がどれだけ環境

に影響されるか、という話だ。

「大脳の神経細胞（ニューロン）

を調べると、縦ジマ模様を見る

と反応するものや横ジマ模様に

反応するもの、斜め30度に反応

するものなどが見つかります。

ところが縦ジマしかない部屋で

ネコを育てると、縦ジマに反応

するニューロンのみが発達する。

このネコの足もとに横長の障害

物を置くと、ネコはつまずきま

す。横ジマに反応するニューロ

ンを持たず、障害物が目に入ら

ないからです」と、脳研究分野

で数々の著作を持つ東京大学教

授・池谷裕二氏は説明する。

　同じことは人間にも起こる。

「私たちにとって “ 正しい ” とい

う感覚は、単にどれだけその世

界に長くいたかというだけのこ

と」（池谷氏）だという。私たち

は長くいた環境でクセづけされ

た脳でこの世界を認識し、自分

の周辺の世界が “ 正しい ” と考

える。正しさを決めるのが経験

の記憶だとするならば、私たち

の認知する世界はすべて錯覚か

らできているともいえる。自分

の生きるコミュニティの外で起

こることを “ 間違い ” と認識し

たり、前出のネコの前に置かれ

た横長の棒のように、存在すら

否定することもあるだろう。

 「本来、人の脳は勝手にいろい

ろひらめいているもの」（池谷

氏）だが、それを口にせずに終

わることが多い。私たちの脳の

今号の「秘密」

ひらめいたアイデアを
つぶすのは“誰”か

“正しい”は“どれだけ
その世界に長くいたか”
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のではないかというのが、この実験

で投げかけた大きな疑問だったの

です」（池谷氏）

　アイデアを出す、ということにお

いても、私たちの脳は無意識レベル

で次々と勝手にさまざま（かつ雑多）

な思いつきや意思を紡ぎ出している。

　しかし、これを「口にするかどう

か」は、また別問題だ。話そうと意図

した後、実際に話す（話したと知覚

する）まで１秒程度時間がかかる。

「この間に、人は意図したことをや

める選択ができます。つまり、“ 自

由意志 ” はなくても、“ 自由否定 ” は

持っているのです」（池谷氏）。これ

は私たちにとって大事な力だ。誰か

の悪口がふいに頭に浮かんでも、大

人は胸の内にしまい込む。一方、子

どもは口を衝いて出てしまう。「“ 自

由否定 ” できるようになることは、

人にとって社会的な成長なのです。

ただし、アイデアを出すという意味

ではいわば “ 老害 ” ともいえます。

自分が生きてきた世界の “ 正しさ ”

を基準に、言うのはやめようという

圧力が働くからです」（池谷氏）　

  “正しさ”というその世界が生み出

した錯覚をもとに、せっかく浮かん

だ面白いアイデアを、“自由否定”し

て心にしまい込む。アイデアをつぶ

しているのは、ほかでもない、自分

自身だ。

　人事としては、アイデアが出ない、

と嘆く前に、組織内の常識にまみれ

た自分たちの“正しさ”の感覚は、今

後も修正の必要がないか点検しては

どうか。

　あるいは、人の話を “ でも……”

といきなり切り返さない、という小

さな心がけは、案外、有効に機能す

るのかもしれない。

Text ＝ 入倉由理子、白谷輝英　　Photo = 平山 諭　　Illustration ＝ 寺嶋智教

アイデアをつぶす
張本人は自分自身

池谷裕二氏
Ikegaya Yuji_東京大学薬学部教授。脳情報通信
融合研究センター主任研究員、日本薬理学会学
術評議員を兼務。脳の中にある「海馬（かいば）」
を研究することで、脳が変化するメカニズムの
解明を目指している。著書に『進化しすぎた脳』
『ココロの盲点 完全版』（講談社）、『脳には妙な
クセがある』（扶桑社）など多数。
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ਫ਼ਆোऀίϛϡχέーγϣϯ͕ۤखといわれる

͕、̓ ৺で͖るਓ͕ؒؔ͋れ、ύーςΟγϣϯ

ෆཁͩ。「ࣾһಉ࢜もおޓいにͲ͏ྀ͖͔͢

をֶͿ͜と͕で͖ま͢」

Text ＝ ື 美和

˞ࣈσーλް生࿑ಇল「ฏ�2��年�োޏऀ༻ঢ়
「Ռ݁ܭのूگ

ଠཅでは、1�名のਫ਼ਆোऀが

中֩的業務を୲う。なかにはۈ

続10年目をܴえるࣾ員もいる。

代ද取క役ࣾ長のࢁԼ達氏は

「安ఆした仕事と安心できる人

間ؔがあれば、൴らはे分に

ઓ力になる」と語る。

Լ氏が言う安ఆした仕事とࢁ

は、ྔ が一ఆで、本人の果たす

べき役ׂが໌確であることを指

す。現ࡏ、同ࣾでਫ਼ਆোのあ

るࣾ員が主に୲っているのは、

取Ҿ先のௐࠪ情報やࡒ務σータ

の入力だ。ઐ的な知識は必要

だが、൴ʗ൴ঁらが苦手とする

ಥൃ的な事ଶの対Ԡはগない。

݈常ऀと同様に、目ඪॲཧ件数

を໌らかにして達成やΤラー

201�年からのਫ਼ਆোऀ

ऀ務Խにともない、োٛ༺ޏ

の๏ఆޏ༻が上がることが༧

される。それに備え、ਫ਼ਆো

業اしているࡧを༺ޏのऀ

も多い。طに、ਫ਼ਆোऀの新

、ब৬件数は急૿しておりن

2013年には身体োऀや知

的োऀを上回った。だが、ಇ

くোऀ全体にめるׂ合はい

まだ����であり、ఆ着もい。

身体力や知的力には題が

ないにもかかわらず、仕事内༰

や人間ؔがݪҼでঢ়がෆ安

ఆになり、１年以内で৬する

人が多いのだ。

こうしたঢ়گのなか、ࡾඛ

事のಛྫ子会ࣾであるࡾඛ事

などの数で評価し、その結

果を本人にえている。

また、৬場で安心できる人間

ஙするためには、「োߏをؔ

を見えるようにすることがେ

事」だという。その一として、

同ࣾでは、入ࣾ初日に自分の

ঢ়を全ࣾ員の前で話すことを࠾

༻前に本人とଋしている。

「本人にとってはେきなઓ。

しかし、ෆௐ時にそれを具体的

にえる力があるかをஅで

きますし、また、ঢ়を知って

いれば΄かのࣾ員も必要以上に

気をわずにࡁみます」

実際に、本人が「つらい」「ٳみ

たい」とਃし出た場合は、ਫ਼ਆอ

݈࢜ࢱのࢿ格を持つࣾ員が

૬ஊにԠじる。ਫ਼ਆอ݈ࢱ

࣭、は࢜ をॏねることで本人

が自力で題をղ決するのを手

う。「ਫ਼ਆোऀが安ఆして

ಇくためには、安心して話せる人

をそばにஔくこともॏ要です」

のϑΥʔΧス߸ࠓ

ਫ਼ਆোऀ
҆ఆした仕事と҆৺してせるを

What’s
this number?

����
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長いフライトで、ফ౮後にಡॻ౮だけで仕事をし

ていると、ົ に
ㆯㆉㆩ

る。そんな経験はないだΖうか。

ྡの人とはගが৮れ合う΄どのڑ。それでも自分

の視界に入るのは、໌ るくরらされた目の前の仕事

だけ。人のଘࡏが気にならず、集中できる。

このڥは、Φフィスでも実現Մだ。その方๏

がタスク・ΞンビΤントর໌である。ࣨ 内全体は間

র໌などで߇えめなরに設ఆする一方、作業ス

ϖースはタスクに必要な高いরを確อする。র

のࠩが “ 自分 ” と “ そのଞ ” の空間を分அし、光によ

るύーティションでғまれたようなڥをつくる。

所は、লΤネのたڀݚૅج回訪したニッηイࠓ

めに-&%を光ݯとするタスク・ΞンビΤントর໌を

ಋ入したが、ࣾ 員の΄とんどがڀݚ員という仕事の

ੑ࣭上、「集中」のޮ果にも目している。Φフィス

全体が΄の҉いなかで、みの໌るさにௐ光Մな

タスクライトが手ݩをরらす。仕事に಄できる

 。感”をその光がサϙートするࣨݸ“

この事ྫから学べることは２つ。生ੑ࢈向上のた

めにはর໌にもྀすべき、ということ。そして、Φ

フィスは۱々まで໌るく、という常識も、́ かの常

識と同じく見直せるՄੑがあるということだ。

ޫͷԋग़でࣗ੮をࣨݸに

ɾࣾձอোɾ࢈ɾۚ༥ɾ年ۚɾෆಈࡁܦ内༰ʗۀࣄ˙
จԽࡦなͲのௐࠪڀݚɹ˙ຊࣾ所ࡏʗ౦ژ
ઍా۠ɹ˙ैۀһʗ��ਓ

χοηイڀݚૅجॴ

Text ＝ ື 美和　　Photo ＝ ็本फ介
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映画「バック・トΡ・β・フϡーチャー」（19��年

ެ開）のラストシーン。աڈから現ࡏにった主人

ެのϚーティーの前に、ະདྷからタイムϚシンのσ

ϩリΞンに乗ってドクが現れる。そのσϩリΞンが

ΰϛを೩ྉにしてಈくようվ良されているのを見て、

観客は「そんなことがՄなのか」と目を見張った。

ύート２では30年後の201�年10݄21日にタイム

トラベルした。ࡢ年、その日がۙͮくと、映画で描か

れたະདྷがどれ΄ど実現されたか、何かと話題にな

った。さすがに空中高道࿏はしかったが、10݄

21日当日、౦ژ・お場には、ΰϛになるはずのݹ着

からつくられたバイΦ೩ྉをってಈくσϩリΞンの

があった。英##$やถ$//も世界中に信。多く࢟

のフΝンが映૾にڳ༂らせたことだΖう。

σϩリΞンをొ場させたのは、１人のஉの情だ。

日本ڥ設ࣾܭ長のݩؠ美ஐはେ学時代に映画の

ラストシーンを見て、িܸを受けた。それから22年、

ෆ要となったҥྨやプラスチック品をリサイクル

し、「地Լݯࢿ（石༉）に代わる地上ݯࢿにすること」

をເ見てى業。この日走ったσϩリΞンは、ถϢニバ

ーサル・スタジΦ本ࣾに直電話をかけてڠ力をٻめ、

आりたものだ。そのޱઆき方がいかにもྲྀݩؠだ。

日本環境設計 Vol. 83

消費者参加で「ゴミ」を資源化
「石油を使わない社会」を目指す

Text ＝ উ見 ໌　　Photo ＝ উඌ ਔ（�2P）　日本ڥ設ܭఏ供（�0、�3、��P）

2�15年1�݄21、౦ژɾおで։͞࠵れたイϕϯτの༷ࢠ。өը
「όοΫɾτΡɾβɾϑϡーνϟー」にొしたंܕのλイϜϚγϯ「σ
ϩϦΞϯ」͕ 。ண͔ΒͭくΒれたόイΦ೩ྉでΈ͝とಈいたݹ
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「先方に話したのは、σϩリΞンがະདྷに行った10݄21

日を、“ࣺてないࣾ会 ” をະདྷにଋするݯࢿ॥σーにし

たいと。世界でىきるઓ૪やฆ૪の多くは、地Լݯࢿをめ

ぐる૪いです。̈́ くらがཧとする॥ࣾܕ会は、ै དྷࣺ

てられていた有機のΰϛをリサイクルしてプラスチック

や೩ྉに再生し、地上ݯࢿだけをって “ 石༉を１ణも

わないࣾ会 ” です。それは “ ઓ૪のないࣾ会 ” にもなるはず

だから、力をିして΄しい。ಥવのਃし出にもかかわらず、

ཧղとࢍ同をࣔしてくれました」

ڥ。まっている࢝にಈきはط、の描くະདྷに向けݩؠ

লと連携し、「P-"�P-64 プϩジΣクト」と題した、プラス

チック品の回収・リサイクルの̑回目の実験が、201�年

２݄から݄̏にかけて行われた。回収ڌとしてηブンˍ

Ξイάループ、イΦンのೋେྲྀ௨ا業をච಄に家電ྔൢ店、

ホームηンター、コーώーショップやフΝストフードのチ

Σーンなどا��業・ஂ体がࢀՃ。技術໘でも新日ॅ金や

ඛϚテリΞルなど日本を代දするϝーΧーや౦େൃベンࡾ

チャーなどとఏ携。ڠ力ا業は1�0ࣾにٴび、回収ࢀՃऀ

もԆべ�00万人に達した。

学、そしてফඅ࢈とද現する「܉Ӵڥٿ地」がݩؠ

ऀをרきࠐんだ一େプϩジΣクト。それは、１ຕの̩シャ

πをめぐる「ਆのいたずら」から࢝まる。

ౡ出身。ણҡࣾにब৬し、Ԭで੍をൢࣇはࣛݩؠ

ചする仕事にै事した。199�年、༰ثแリサイクル๏が

成立。ϖットϘトルやプラスチック༰ثなどを自࣏体が

回収し、リサイクルすることをఆめた。ϖットϘトルとϙ

リΤステルણҡは同じ素ࡐ。再生ણҡでつくった੍をൢ

ചする՝題をされたݩؠは、地Ҭの自࣏会や取Ҿ先を回

っては、分ผ回収や再生ણҡをうҙٛをઆき続けた。

̩シャπからバイΦ೩ྉ 

౦ۈژ務になり、同じ仕事を続けていた200�年、新聞ه

事でトウϞϩコシからバイΦ೩ྉのΤタϊールをつくるಈ

きがถ国で広まっているのを知った。໖のણҡも同じ

ਫԽが成分だ。国内でഇغされるણҡ品はׂ̔がຒめ

るかম٫されていた。「からもバイΦΤタϊールができ

ないか」。ҿみ間だった౦ژେ学େ学Ӄ生の∁ඌਖ਼थ

（現・日本ڥ設ܭઐ務）がその話にࢍ同し、ڀݚを開࢝。T

シャπをった実験で໖のણҡを߬素でに分ղすること

に成ޭする。後はൃ߬させればいい。

「後でわかったことですが、もし、໖そのものをってい

たら、ࡉ๔นがあって失敗していました。̩ シャπはછ色

༻にࡉ๔นのআڈॲཧがされていたため߬素がうまく作༻

した。お金も知識もないため、T シャπをったことが

いしたのです。ਆ様のいたずらでした」（ݩؠ）

ཌ200�年、ى業。Ѫඤࢢ࣏ࠓݝのタΦルՃ業ऀのڠ力

を得てプラントͮくりも進めた。続いて、ϙリΤステルを

分ղしてथࢷにし、それから新たにϙリΤステルのࢳをつ

くり出す技術開ൃにも着手。ϙリΤステルはҥྉ༻Խ学ણ

中Ү࣍ 氏 Ұڮେֶ໊༪ڭत

/POBLB� ILVKJSP@19�5年生まれ。ૣ Ҵాେֶֶࡁܦ࣏෦ଔۀ。ΧϦϑΥϧχΞେֶܦӦେֶӃത࢜課ఔम
了。ࣝཧのఏএऀで͋ΓφϨοδϚωδϝϯτのੈքతݖҖ。2���年ถࢴࡁܦにΑる「࠷もӨྗڹ
の͋るϏδωεࢥՈτοϓ2�」にΞδΞ͔Β།Ұબग़͞れた。hࣦഊのຊ࣭ʱhࣝۀا なɦͲஶॻ多。
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ҡのେをめ、॥リサイクルが実現すれば、石

༉を新たにわず、からをつくることができる。

՝題はいかにを回収するかだ。ݩؠは「技術」開ൃ

に続き、「仕組み」ͮ くりにҠる。そのಛはফඅऀ

。にこだわったことだܕՃࢀ

「΅くらの目的は世の中をมえることです。ফඅऀ

がಈけば、ࣾ 会がมわる。ফඅऀをಈかすには、全国

֤地の店಄に回収ശをஔき、生׆ಈઢのなかに回収

を組みࠐΉ必要がありました」（ݩؠ）

ྑܭըとのӡ໋త出会い

しかし、ا業やிを回っても、༰қにཧղは得

られなかった。そんなとき、良品ܭ画の金Ҫ政໌ࣾ

長（当時。現・会長）と出会う。金Ҫは「ചるだけの時

代は終わった。い終えたものを集めるとこΖまで

やって初めてࢧ持される」とࢍ同。

金Ҫの紹介で、経࢈ࡁ業লの外ֲஂ体がする

「ણҡ品リサイクルௐࠪ事業」にԠื。2009年Նか

らཌ年ౙにかけて、２回にわたり行われたҥྨ回収

とリサイクルの実験では良品ܭ画の΄か、イΦンリ

テール、ؙ Ҫ、ワールドなどの店ฮに回収ശを設ஔ。

Ԇべ3000人がࢀՃし、１万�000ຕが回収され

た。期間中、集客とചり上げのいずれにもプラスの

ޮ果があり、回収にࢀՃすることがདྷ店ಈ機になり、

。されたূݕすることがىשങҙཉをߪ

「ফඅऀもをࣺてるのはࡑѱ感があり、リサイク

ルをしたがっていると実感しました」（ݩؠ）

2010年݄̒、事業Խを開࢝。名শは「'6K6�'6K6

プϩジΣクト」。「あなたのを地ٿのに」のҙຯ

をࠐめた。良品ܭ画のؔऀのڠ力で「ハチのϚー

ク」のϩΰも考案。ຶ を見つけるとにる॥を

象Խしたものだ。

同時にݩؠは毎年、େなྔの携帯電話がഇغさ

れていることにも着目した。分ղという19�0年

代に開ൃされた技術をい、携帯電話のプラスチッ

ク部分から再生༉を、金ଐ部分から金・ۜ・ಔやϨ

Ξϝタルを取り出すことに成ޭ。/TTドコϞに１年

かけて交বし、全国2�00のドコϞショップで回収さ

れる年間�00万のリサイクルを手がけるにように

なった。この取り組みから生したのが、店಄でプ
ඒஐ 氏ݩؠ
ຊڥઃܭɹදऔకࣾ
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ラスチック品を回収し、リサイクルを行う「P-"�P-64

プϩジΣクト」だった。ϖットϘトルや食品トϨイなどは

๏で回収がٛ務ͮけられたが、一ൠ的なプラスチック

品については、回収する仕組みがなかったのだ。

2012年から回収実験をॱ࣍開2013。࢝年のୈ２回の実

験で、ηブンˍΞイάループとイΦンが足ฒみをଗえてか

らは、ࢀՃا業・業界の෯がどんどん֦େし、一େプϩジΣ

クトとൃలしていった。

リサイクルにえる技術を持つا業にも広くڠ力をٻめ

た。మ会ࣾはڥ対ࡦが急務で、మఔにはプラスチ

ックのリサイクルにԠ༻できる技術があり、プϩジΣクト

に設備をఏ供することで、$02ݮにد༩できる。ݩؠは

リサイクルに׆༻でき、૬手にもϝリットがあるような技

術を୳しては、訪して回った。

「どの組৫にも共感してڠ力してくれる “ サムライ ”がい

ます。飛びࠐみで１人にஅられても何人、何े人と会う。

確にౌけサムライに会えるまで続けました」（ݩؠ）

「Τンタϝ」で人をಈかす

リサイクルの「技術」、回収する「仕組み」に続き、ݩؠが

もう１つ力したのが人を集めるための「Τンターテイン

ϝント」だった。σϩリΞンを走らせたのはそのయܕだ。そ

の後も、ショッピンάϞールなどでσϩリΞンを持ちࠐん

だイベントを開ࢀ。࠵Ճऀはෆ要になったҥྨやプラスチ

ックのおもちゃ、文具などを持ࢀするのが件。σϩリΞ

ンとのه೦ࡱӨやスタンプラリーなど、子連れで楽しめる

。画を༻ҙした。そこには２つのཧ༝があるというا

「人間のཧղと行ಈはผです。地ٿがةないとઆけば、಄

ではཧղできますが、多くの人に行ಈしてもらうにはผの

ಈ機が必要で、それがΤンタϝです。楽しいから人はಈき、

集まる。みんなでσϩリΞンをಈかそうと呼びかけたら、

それまで１年かかった回収ྔが１Χ݄で集まりました。も

う１つ、イベントならا業のなかでも༧ࢉの多いൢଅ部

と一緒に取り組めます。先方も集客につながり、われわれ

も事業として成り立ちます」（ݩؠ）

こうしてফඅऀࢀՃの仕組みをつくると１つの॥の

ループがුかび上がる。ىはফඅऀだ。࣍は回収ڌと

なるྲྀ௨業の店಄。࣍いで回収されたやプラスチック

品がا業の場で再生素ࡐになる。それをってϝー

Χーが品をつくり、ফඅऀがങい、ෆ要になったら回収

に回す。ফඅऀがࢀՃすることで「ものͮくりの “ ಈ຺ ”

とリサイクルの “ ੩຺ ” がつながる」とݩؠは話す。

「１回転すれば、ݪྉに石༉をわない品が生まれ、回

ϋΠɾύϑΥʔϚϯεΛੜΉݱΛޠΔ

ᶃϦαイΫϧしてΤλϊーϧにม͑る໖まずԽ
߬ૉの༹ӷにਁ͚ࠐまれ「Խ」͞ れる。

ᶄͦ͜でͭくΒれたԽӷに߬をఴՃしてΞϧίーϧを
ͭくΓ、ͦ れをৠཹしてೱ度を高ΊるとΤλϊーϧになる。

ᶅͦのΤλϊーϧ͕Ϙイϥー೩ྉとして׆༻͞れている
。ࢠ༷
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転していくにつれてࢀՃऀやڠ力ا業が૿え、ྔ が

૿Ճすれば、価格的にも石༉༝དྷの品とෛけなく

なる。価格が同じなら、石༉を１ణもっていない

ことがՃ価となり、ブランドԽします。201�年

݄̐には１回転目の品がハチϚークきで有名ϝ

ーΧーからൃചされます」

Ϛωタイズをৗに意ࣝする

はこのループを「みんなでつくる˓˓」というݩؠ

ҙຯの「みんなシリーズ」と名ͮけ、ࢀՃをΦープン

に呼びかけている。ある学校のཧ事長は「自分たち

で੍をつくΖう」と、地Ҭに回収ശをஔいてଔ業

生の੍やෆ要なҥྨをリサイクルする案をఏ案し

てきた。ݩؠ自身がߏするのは「みんなでつくる

౦ژΦリンピック」だ。携帯電話から金ۜಔϝμル

を、ݹ着からՐトーチの೩ྉやબ手の੍をつく

る。「みんなシリーズ」では、「みんながワクワクドΩ

ドΩできるا画がつくれる」とݩؠは言う。

ループの回転でもう１つ目すべきは、それが日

本ڥ設ܭのビジネスϞσルになっていることだ。

したΤタϊールなどのൢചだけでなく、回収ஈ

֊では回収Ϙックスのا業のൢചྉ金、ফඅऀ向

けの品ൢചではハチϚークのブランドྉといった

具合に、֤ プϩηスの間に介ࡏして収ӹを得る。い

わば、ϝーΧー機も持ったࣾ的なϞσルだ。

「リサイクルを事業として成立させるために常にҙ

識するのはϚネタイズ（収ӹԽ）です。どのプϩηス

でも必ず価を生み出し、収ӹに結びつける。ࣾ 員

たちにも必ずそれを考えさせます」（ݩؠ）

が独立前に行っていたリサイクル事業をҾきݩؠ

継いだこともあり、日本ڥ設ܭは業以དྷ100Χ

݄以上、連続૿収૿ӹを続けているという。

「技術」「仕組み」にՃえ、「Τンタϝ」も取りࠐんで

ফඅऀࢀՃをՃさせ、ブランドԽして、収ӹを確

実に得ながらプϩジΣクトをスύイラルに֦େして

いく。日本ا業はとかく「技術力が優れていれば」の

技術信ไからൈけ出せないが、ফඅऀࢀՃܕでࣾ会

をมえようと目指すこの取り組みは、新たな事業開

ൃϞσルをࣔしている。（本文ܟশུ）
ண͜Μな۩߹にճऩ͞れる。2�15年1݄、内のݹ
ࢪۀઃでのҰίϚ。
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ϋΠɾύϑΥʔϚϯεΛੜΉݱΛޠΔ

氏͕ख͕͚ΔϓϩδΣΫτɺʮࣗԿݩؠ

Λり͍ͨͷかʯͱ͍͏ओ؍తͳʮ一ਓশͷੈքʯ

かΒੜ·Εͨɻણҡࣾ࣌ɺࡁ༺Έͷ͕େ

ྔʹഇ͞غΕΔ࣮ݱΛʮࣗͷʯͰͱΒ͑ɺ͍ڧ

ҙ͕ࣝժੜ͑ͨɻͦ ͜かΒɺ໖Λղͯ͠ݪ

ɺόΠΦΤλϊʔϧʹม͠ݩϨϕϧʹ·Ͱؐࢠ

͢Δٕज़Λ։ൃɺʮੴ༉Λ�ణΘͳ͍ࣾձʯͱ

͍͏େٛΛ๊͘ʹͨͬࢸɻϞϊΛ։ൃͰ͖ΔϦα

ΠΫϧٕज़Λͨͬ࣋͜ͱʹΑりɺϚʔνϟϯμΠ

δϯάྗ͕උΘりɺେٛΛϏδωεϞσϧʹ݁ͼ

͚ͭΔల։͕Մʹͳͬͨͷͩɻ

ԼݯࢿΛΊ͙Δڝ૪ύϫʔήʔϜͷফઓ

ͷੈքͰ͋りɺઓྗͷେ͖͍ͷ੍͕͢Δɻ一方ɺ

ΰϛͰ͋Δ্ݯࢿͷ׆༻ɺద࣌దԠͷҙࢥ

ܾఆͱઓྗͷҠಈɾूதʹΑͬͯઓ͍ͷओಋݖΛ

ѲΔతػಈઓͦͷͷͩɻݩؠ氏ɺେۀا

ࢿΈΛͭ͘りɺ্ՃͷࢀΜͩফඅऀࠐ͖ר

ΛࣾձӡಈԽ͠Α͏ͱͨ͠ɻ༺׆ͷݯ

ͦΕʮফඅऀˠճऩˠϦαΠΫϧٕज़ˠ

Խˠফඅऀʯͱ͍͏ϧʔϓΛܗ͠ɺ͜ Ε͕ճస

͢Δͨͼʹӡಈ֦େɻ͞ Βʹߴճస͕࣮ݱͰ

͖Εɺؔ߹ڝʹ͋ΔԼݯࢿʢੴ༉ʣʹ ର͠ɺ

ϒϥϯυྗʹΑりৗʹ༏ҐੑΛൃشͰ͖Δɻ

りɺͦ·࢝ಈઓ一ਓশͷੈքかΒػ氏ͷݩؠ

Εʮͯ͘͠ײڞΕΔαϜϥΠʯͱͷରΛ௨ͯ͡

ೋਓশͷੈքͱൃలͨ͠ɻ

͞Β ʮʹσϩϦΞϯΛΒͤΔʯʮΈΜͳͰͭ͘

Δ౦ژΦϦϯϐοΫʯʑɺັ ྗతͳʮઓུత

りʯΛੜΈग़͠ɺͦޠ ΕࣾձγεςϜͷΠϊϕ

ʔγϣϯʹ·Ͱ݁ͼ͍ͭͨɻޠり࣍ʑ࿈Λ

ੜΜͰੜଶܥΛ͛ɺΦʔϓϯΤϯυͰऴΘり͕

ͳ͍ɻ

͞ΒʹॏཁͳཧΛ͢ٻΔ一方ɺϚωλ

Πζॏ͍ͯ͠ࢹΔ͜ͱͩɻՁϞϊͷ͏͜

ʹ͋ΔίτかΒੜ·ΕΔɻ٬ސళ಄ʹฒͿ࠶ੜ

ણҡͰͰ͖ͨΛͯݟɺϞϊͱͯ͠ੴ༉༝དྷͷ

ણҡͰͰ͖ͨͱಉ͡Ͱɺʮੴ༉Λ�ణΘͣ

ͭ͘ΒΕͨʯίτʹՁΛߪ͡ײೖ͢Δɻ

ຊڥઃܭɺࣗ Βٕज़Λͭ࣋ͱಉྗڠʹ࣌

ΈɺϞϊΛ௨ͯ͠ίτΛੜΈࠐͷٕज़औりۀا

ग़͢ϚʔνϟϯμΠδϯάྗʹ༏Ε͍ͯΔɻωο

τ࣌ʹ৽ۀଶ͕࣍ʑొ͢Δ͕ɺޙ࠷Ϛʔ

νϟϯμΠδϯάྗΛͭ࣋ͱ͜Ζ͕తػಈઓΛ

੍͢Δ͜ͱΛ༧ͤ͞ײΔɻ

ʮҰਓশのੈքʯ͔ Β࢝まるతػಈઓ
ޭΛࠨӈするのはϚーνϟϯμΠδϯάྗ

中Ү࣍ 氏
Ұڮେֶ໊༪ڭत



For beginners

プロをつくる３つの問いかけ

1.「すべての社員にリーダーシッ
プが必要」と確信しているか

2. 経営者が自社のリーダーシッ
プを言語化できるよう、思い
や言葉を引き出しているか

3. 社員が本気になることを、
自ら本気でサポートして
いるか

内省や自己理解の機会提供を通じて
真のリーダーへの成長をサポートする

人事の役割

力強いリーダーシップに
触れる機会を提供する

経営者に問いかけ、対話する

・最高のリーダーシップの体現者
・ハイパフォーマンス
・本人のリーダー役割への意志

リーダー育成・リーダーシップ開発の全体像

すべての社員の
リーダーシップ開発
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༗ࣝऀ、࣮ՈにΑる、ਓࣄϓϩϑΣογϣφϧを͢͢ࢦてのਓ͚のಛผٛߨ。
- F T T P O �で、Ϧーμーを生Έग़͢Έと、ͦ͜でのਓࣄのׂをֶͿ。

- F T T P O �

　リーμー育成は、もう長い間

日本ا業の人事のॏ要՝題で

ある。一方で、「リーμーシッ

プ開ൃ」が同様にॏ要՝題とし

てೝ識されていることはগな

い。「まずリーμー育成とリー

μーシップ開ൃはผだ、とい

うೝ識がॏ要です」と言うのは

Ϣニリーバ・ジャύン・ホール

σィンάスのౡ田༝߳氏だ。

「人事がまず手をつけなくては

ならないのは、リーμーシップ

開ൃ。なͥなら、リーμーシッ

プとは、その会ࣾのトップが、

全ߏ成員に持っていて΄しい

と考える価ൣنのことだか

らです」（ౡ田氏）

　確かに、価ൣنの໌文Խだ

けをみれば多くの会ࣾで行われ

ている。だが、それらが人々の

内໘にࠜくまでのࡦࢪを、人

事が継続的に実ࢪしている会ࣾ

はそう多くはない。そこにり

、Ήリーμーシップ開ൃとはࠐ

リーμーやそのީิऀのみに対

して行われるものでも、୯ൃ的

な取り組みでもなく、全ࣾ員に

対する継続的な取り組みでなく

てはならないのだ。

   全社員にけた 
   リーμーシップ։ൃとは

　リーμーシップの中身は、当

વا業ごとにҟなる。Ϣニリー

バの場合、「常にわれている

のはΦーηンティック・リーμー

シップ。Φーηンティックである

とは、自分の本དྷの࢟や信೦を

େにし、आりでないਖ਼真ਖ਼

銘の本心にしたがって;るまう

ことです 」（ౡ田氏）。

　それͧれが自分らしさを؏く

と、িಥもىきよう。だが、「コ

ンフリクトはѱではないのです。

それͧれが本 心からの言༿で

主張しあい、૬手がなͥそのよ

うに考えるのかをཧղしようと

し、共௨のΰールにたどり着く

方๏をともに考える。これこそ

がॏ要です」（ౡ田氏）。

　こうした࢟のベースになる

のが、Ϣニリーバ・バリϡーと呼

ばれるもの。実さ（*OteHSJtZ）、

ଞऀのܟҙ（3eTQeDt）、自ら

の 行 ಈ や 決 அ に 対 する 

（3eTQoOTJCJM JtZ）、ύイΦニΞ

ਫ਼ਆ（PJoOeeSJOH）の̐つから

なるϢニリーバ・バリϡーは、Φー

ηンティック・リーμーシップとと

もにϢニリーバの全ࣾ員に共௨

してٻめられる “あり方 ”をࣔし

ている。人事は、経Ӧऀと対話

をॏね、自ࣾのリーμーシップを

ఆٛするとこΖから࢝めなけれ

ばならない。

　では、ࣾ 員はどのようにしてこ

れらのバリϡーやリーμーシップ

を体得するのか。「さま͟まなプ

ϩάラムを準備しますが、࠷େ

ϦʔμʔΛੜΈग़͢৫ʹ͓͍ͯ
ਓࣄͷՌׂͨ͢ͱ
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Text � 8oSLT ฤ集部　　Photo � しだらまさひΖ

の学びは৬場でൃ生します。身ۙに

いる尊ܟできる人々が、どんな信೦

を持っているか、信೦に常にཪଧち

された言ಈがいかに力強いかという

ことに、仕事のなかで気ͮき、自分は

どうかと自することが࠷େのリーμ

ーシップ開ൃ機会です」（ౡ田氏）

   ୭をリーμーにબび、ɹɹɹ
ɹリーμーには何を学んで       
ɹもらうか

　だからこそ、リーμーのબൈج準
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編集長／石原直子

編集／入倉由理子、荻野進介、藤井 薫、湊 美和、中野史子

執筆／伊藤敬太郎、内田丘子、勝見 明、白谷輝英、瀬戸友子

アートディレクター／相田俊一

デザイナー／寺嶋智教

表紙アートディレクター／永井雄二（デザインホース）

表紙ディレクター／友田光亮

表紙デザイナー／中村理絵、伊藤雅美、岡田麻里奈（デザインホース）

表紙フォトグラファー／下簗健一

フォトグラファー／勝尾 仁、しだらまさひろ、平山 諭、峯本宗介、和久六蔵

イラストレーター／寺嶋智教

校正／ディクション

印刷／北斗社

STAFF

有沢正人（カゴメ  執行役員 経営企画本部 人事部長）

大谷友樹（ヤマトホールディングス  上席執行役員）

古寺猛生（ソニー  人事部門 人事センター キャリア自立推進部長）

菅原明彦（日立キャピタル  執行役常務 CHRO（兼）人財統括 本部長）

曽山哲人（サイバーエージェント  執行役員 人事統括本部長）　

二宮大祐（イオンリテール  執行役員 人事・総務本部長）

三浦卓広（エイベックス・グループ・ホールディングス  執行役員 総務人事本部 本部長）　

和光貴俊（三菱商事  人事部 部付部長）

※50音順・敬称略

Works 編集アドバイザー

インターネット

◎1冊 700 円 （消費税込み・送料無料）

ネット書店「富士山マガジンサービス」からのお申し込みとなります。

［お申し込み方法］

［購読料］

http://fujisan.co.jp/pc/works（PC）
http://223223.jp/m/works（モバイル）

電話
0120-223-223（通話料無料 年中無休 24 時間）

No.134　2016.02-03

転勤のゆくえ

No.133　2015.12-2016.01

人事部の、今、あるべき形

Works 宅配サービスのご案内

定期購読は３回、６回をご指定いただけます（偶数月 10 日発行）。

バックナンバーも含め、1 冊のみのご購読も可能です。

［お問い合わせ先］株式会社 リクルートホールディングス リクルートワークス研究所　http://www.works-i.com　e-mail：works@r.recruit.co.jp　TEL：03-6835-9236　FAX：03-6834-8350　

組織開発とはなんぞや。明解な答えを出したい

と焦りにも似た想いを持っていましたが、今回、何

人もの方から大事なのは本当に定義を明確にする

ことなのかと、問い返していただいたと感じていま

す。なんと呼ぼうとやりたいことさえブレなけれ

ば、現場の方々が使いやすい言い回しでいいし、こ

れは違う、これは合っていると目くじらを立てる

こともない。心に刻みつけたいと思います。（石原）

今回の第２特集には、「ゼミナール 組織人事の世

界観」で議論してきたことをぎゅっと詰め込みま

した。参加者の方々の議論を傍らで聞き、私が読

み飛ばしていた部分に示唆に富む一文があった

りするなど、個人的にも読書会の楽しさを知る機

会となりました。高橋先生、参加してくださった

人事の方々、本当に１年間ありがとうございまし

た。そして、皆さまもぜひ、お試しください。（入倉）

心理学者リンゲルマンの綱引実験をご存知で

しょうか。1人で綱引きをした時は100％の力を

発揮したのに、2人だと93％、3人だと85％、8人

だと49％と、1人が発揮する力は減っていく。人

が集団になるほど力を抜く社会的怠惰（リンゲル

マン効果）は、組織の深部に横たわります。自らが

綱を握り未来に貢献しうる存在だという実感。そ

のオーナーシップこそ大組織に必須です。（藤井）

社会福祉法人太陽の家は、さまざまな企業と共

同出資で特例子会社を設立しており、三菱商事太

陽もその1つです。どのケースでも、企業が事業の

運営・管理を、太陽の家が従業員の健康管理や日

常生活の支援をしています。障害者を安定した戦

力にするためには、企業の力だけでは難しいと思

います。障害者のことをよく知る外部の専門機関

と、上手に連携してみてはいかがでしょうか。（湊）

NEXT

『Works』次号（136号）のテーマは

発行は、2016年6月10日（金）です。

132号のシリーズ１で個人が提示した未来の働き方は、現在の日本型雇用の
ありようとはかけ離れていた。シリーズ２では、そのような新しい働き方への
ニーズに人事が応えられるのか、それを阻むものはなにかを考える。

※ご利用に際して、富士山マガジンサービスの利用規約に準じます。

BACK NUMBERS

No.132　2015.10-11

日本型雇用によって
失われたもの

No.130　2015.06-07

プロフェッショナル人材を
「見える化」する

No.128　2015.02-03

5カ国比較“課長”の定義

No.131　2015.08-09

バーチャルリアリティが
人と組織を変える日

No.129　2015.04-05

人事の結論

No.127　2014.12-2015.01

部下を育てるジョブアサインの
愛と論理

No.135 Apr -May 2016

人事は日本型雇用を守りたいのか（仮題）
シリーズ雇用再興 2

134号『人事プロフェッショナルへの道』57ページにおいて有沢正人氏のご役職

が「人事総部長」とあるのは「人事部長」の誤りです。訂正してお詫び申し上げます。
［おわびと訂正］

前号『Works』134 号（2016.02－03）に
寄せられた読者の声です。

連載に関するご意見、ご感想

FROM EDITORIAL OFFICE

編集後記

読者の声

特集『転勤のゆくえ』に関する
ご意見、ご感想

● 非常に関心のある分野でしたので、参考になりました。これからの転勤のあり方の

　うち、限定地域だけで適材適所を実施する方法論にいちばん関心がありましたが、や

　や曖昧なところがあった印象です（情報・通信）

● 転勤の可否を処遇差にどの程度反映させているのか、実例がわかりました。国内の

　転勤と異動に実質的な差がないことから、国内転勤の本当の必要性について考えさ

　せられます（海運）

● おっしゃることは良くわかりますが、転勤は人の過去の過ちをリセットするチャン

　スでもあると思います。人事異動を主導する部署にいて、人の再生を願うために転勤

　も必要だと感じています（化学）

● コミュニケーションの型知：多くの人が課題と認識している事項であり、その解決

　方法の1つが記載されていたので参考になりました（情報・通信）

● 人事のジレンマ：キラリと光るものを持つ異能人材を活かしていく重要性を、多く

　の管理職はわかっていると思います。しかし、自分の部下にそういう人材がいる

　と、職場のマネジメントに苦労するケースが多い。異能人材は一人ひとりその特

　徴が異なるためケース・バイ・ケースで対応せざるを得ません。周囲の人との人間

　関係の構築が苦手な人も多く、まさに管理職としての力量を問われることになり

　ます（コンサルティング）
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